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は じ め に 

昨今、医療費適正化を柱とした医療制度改革のもと、入院日数の短縮化等により、

施設医療から在宅医療への転換が促進されており、「医療機能の分化・連携」「在宅医

療の推進」による切れ目のない医療提供体制の構築が求められています。 

この実現のためには、在宅医療の充実とともに、医療ニーズと介護ニーズを併せ持

つ中・重度者あるいは看取りに対応した訪問看護の推進が求められており、とりわけ

２４時間対応による訪問看護体制の確立に期待が寄せられています。 

しかしながら、現在全国で約４３０万人の要介護認定者のうち、訪問看護利用者はわず

か約２３万人にとどまり、訪問看護ステーション設置数についても、平成４年の訪問看護

制度発足以来、初の減少となっており、期待されているほどには訪問看護事業が広がって

おりません。特に、全国的な看護職員不足の中、各訪問看護ステーションにおける看護職

員の確保については年々その厳しさが増しており、訪問看護の推進にむけては、訪問看護

人材の確保が大きな課題となっております。 

こうした中で、本県では平成１７年度より厚生労働省「訪問看護推進事業実施要綱」に

基づき在宅医療（訪問看護）推進支援事業を開始し、訪問看護推進協議会を設置して、訪

問看護サービスの充実と質の向上に取り組んでまいりました。 

本調査は、この事業の一環として、訪問看護ステーションにおける人材確保定着に関す

る実態を把握し課題を明確にすることで、今後の訪問看護人材の確保に活用することを目

的として実施いたしました。今後は、本調査の結果を踏まえて、在宅医療（訪問看護）推

進支援事業に取り組んで参ります。 

最後に、今回の調査に御協力いただきました訪問看護ステーション及び関係団体の皆様、

訪問看護推進協議会委員の皆様に心より感謝申し上げます。 

 

平成２１年３月               神奈川県保健福祉部地域保健福祉課長  

柴 田  則 子
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2 

 

Ⅰ．調査概要 

 

１．調査テーマ  訪問看護ステーションにおける人材確保・定着に関する実態調査 

 

 

２．調査目的   訪問看護ステーションにおける人材確保定着に関する実態を把握し、

今後の訪問看護の推進にむけた課題を明確にする。 

 

 

３．調査対象   県内訪問看護ステーション管理者 ３１７名 

 

 

４．調査期間   平成２０年１２月４日～１２月２６日 

 

 

５．調査方法   自作質問紙によるアンケート調査（無記名式）  

 

 

６．回収方法   各訪問看護ステーションに留め置き、郵送式回収 

 

 

７．倫理的配慮   調査依頼文書には調査目的とともに、調査により得られた情報は個

人が特定できない形で統計的に処理すること、調査目的以外にデー

タを使用しないこと、調査への協力の可否は自由意思を尊重するこ

とを明記し、アンケートに同封した。尚、アンケートの回答と返送

をもって、協力への同意が得られたものとみなし、取り扱うことと

した。 

 

 

Ⅱ．回収率等 

    

項目 結果 

配布数 ３１７ 

事業所閉所に伴う返送数      ２ 

回収数 ２００ 

回収率 ６３.５％ 
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設置主体 回答数 ％

医療法人 80 40.0%

営利法人 42 21.0%

社会福祉法人 19 9.5%

医師会 14 7.0%

社団・財団法人 12 6.0%

協同組合 12 6.0%

その他 8 4.0%

看護協会 6 3.0%

ＮＰＯ 5 2.5%

地方公共団体 1 0.5%

公的・社会保険関係団体 1 0.5%

合計 200 100.0%

併設している施設 回答数 ％

病院 82 41.2%

診療所 50 25.1%

指定居宅介護支援事業所 133 66.8%

介護老人福祉施設 18 9.0%

介護老人保健施設 50 25.1%

介護療養型医療施設 11 5.5%

ヘルパーステーション 74 37.2%

その他 41 20.6%

併設なし 22 11.1%

図１．設置主体　ｎ＝２００
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Ⅲ．結果 

１．ステーション概要 

１）設置主体 

   

 

○ 設置主体は、「医療法人」が４０ .

０％で最も多く、ついで、「営利

法人」が２１.０％であった。  

 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）同一法人で併設している施設（複数回答） 

   

○ 同一法人で併設している施設

については、「指定居宅介護支

援事業所」が６６ .８％で最も

多かった。 

○ 「併設なし」は１１.１％であ

った。 
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設置地域 回答数 ％

横浜北部 31 15.5%

横浜西部 27 13.5%

横浜南部 31 15.5%

川崎北部 15 7.5%

川崎南部 10 5.0%

横須賀・三浦 17 8.5%

湘南東部 15 7.5%

湘南西部 16 8.0%

県央 21 10.5%

県北 8 4.0%

県西 9 4.5%

合計 200 100.0%

図２．開設してからの年数ｎ＝２００

５年以上
71.0%

１年未満
2.0%無回答

0.5%

１～３年
未満
15.5%

３～５年
未満
11.0%

３）設置地域 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）開設してからの年数 

開設してからの年数 回答数 ％

１年未満 4 2.0%

１～３年未満 31 15.5%

３～５年未満 22 11.0%

５年以上 142 71.0%

無回答 1 0.5%

合計 200 100.0%
 

 

 

 

○ 開設してからの年数については、「５年以上」が７１ .０％で最も多く、ついで「１

～３年未満」が１５ .５％であった。  
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図3．24時間連絡体制加算の届出有無
ｎ＝200

なし
36%

無回答
17.5% あり

46.5%

24時間対応加算 回答数 ％

あり 129 64.5%

なし 58 29.0%

無回答 13 6.5%

合計 200 100.0%

図4．24時間対応加算の届出有無
ｎ＝200

無回答
6.5%

なし
29%

あり
64.5%

５）訪問看護ステーションの体制について 

 （１）２４時間連絡体制加算の届出有無 

24時間連絡体制加算の届出有無 回答数 ％

あり 93 46.5%

なし 72 36.0%

無回答 35 17.5%

合計 200 100.0%
 

 

 

 

 

○ ２４時間連絡体制加算の届出有無については、「届出あり」が４６ .５％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）２４時間対応加算の届出有無 

 

 

 

 

 

○ ２４時間対応加算の届出有無については、「届出あり」が６４ .５％であった。 

○ ２４時間連絡体制加算と２４時間対応加算については、１つの訪問看護ステーショ

ンにおいて、どちらか一方のみが算定可能なことから、２つの回答数の合計が２０

０を超えることはないのであるが、今回の回答では２つの項目どちらにも「届出あ

り」と回答している訪問看護ステーションが複数ある。 
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図5．訪問看護体制について
ｎ＝200

チーム制

16.5%

受持ち制と

チーム制の
併用

41%

受持ち制
39%

無回答

3.5%

図６．看護学生の実習受入れ状況につ
いて　ｎ＝200

受け入れ

ていない

47%

受け入れ

てる

51.5%

無回答

1.5%

（３）訪問看護体制について 

訪問看護体制について 回答数 ％

受持ち制 78 39.0%

チーム制 33 16.5%

受持ち制とチーム制の併用 82 41.0%

無回答 7 3.5%

合計 200 100.0%
 

 

 

 

 

○ 訪問看護体制については、「受持ち制」が３９ .０％、「チーム制」が１６.５％、「受

持ち制とチーム制の併用」が４１ .０％であった。  

 

 

 

 

 

 

（４）看護学生の実習受入れ状況 

学生の実習受入れ 回答数 ％

受け入れてる 103 51.5%

受け入れていない 94 47.0%

無回答 3 1.5%

合計 200 100.0%
 

 

 

 

 

○ 看護学生の実習受入れ状況については、「受け入れている」が５１ .５％、「受け入れ

ていない」が４７ .０％であった。  
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一ヶ月あたりの平均利用者実人数 回答数 ％

３０名未満 15 7.5%

３０名～５０名未満 43 21.5%

５０～１００名未満 87 43.5%

１００～１５０名未満 31 15.5%

１５０～２００名未満 12 6.0%

２００名未満 2 1.0%

無回答 10 5.0%

合計 200 100.0%

一ヶ月あたりの平均訪問件数 回答数 ％

１００未満 6 3.0%

１００～２００未満 22 11.0%

２００～３００未満 51 25.5%

３００～４００未満 45 22.5%

４００～５００未満 23 11.5%

５００～６００未満 11 5.5%

６００～７００未満 10 5.0%

７００～８００未満 12 6.0%

８００～９００未満 1 0.5%

９００以上 7 3.5%

無回答 12 6.0%

合計 200 100.0%

図７．一ヶ月あたりの平均利用者実人数
ｎ＝200

7.5%

21.5%

43.5%

15.5%

6.0%

1.0%

5.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

３０名未満

３０名～５０名未満

５０～１００名未満

１００～１５０名未満

１５０～２００名未満

２００名未満

無回答

図８．１ヶ月あたりの平均訪問件数　ｎ＝200
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11.0%

25.5%
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11.5%
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0.5%

3.5%

6.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%
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１００～２００未満

２００～３００未満

３００～４００未満

４００～５００未満

５００～６００未満

６００～７００未満

７００～８００未満

８００～９００未満

９００以上

無回答

２．利用者状況（平成２０年４月～１０月の平均実績） 

 １）１か月あたりの平均利用者実人数 

  

○ １ヶ月あたりの平均利用者実人数は「５０～１００名未満」が４３ .５％で最も多か

った。 

○ 1 ヶ月あたりの利用者実人数の平均は７３ .９名であった。  

参考：全国 １ヶ月あたりの利用者実人数の平均６２ .５人  

   （平成１９年度訪問看護・家庭訪問基礎調査報告書） 

 

 

 

 ２）1 か月あたりの平均訪問件数 

 

○ １ヶ月あたりの平均訪問件数は「２００～３００未満」が２５.５％で最も多かった。 

○ １ヶ月あたりの訪問件数の平均は、３８３.５回であった。 

  参考：全国 １ヶ月あたりの訪問件数の平均 ３２２.２回 

   （平成１９年度訪問看護・家庭訪問基礎調査報告書） 
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常勤換算看護職員数一人当たりの１
か月の訪問件数

回答数 ％

５０未満 12 6.0%

５０～６０未満 17 8.5%

６０～７０未満 32 16.0%

７０～８０未満 46 23.0%

８０～９０未満 33 16.5%

９０～１００未満 19 9.5%

１００以上 23 11.5%

無回答 18 9.0%

合計 200 100.0%

看護職員従事者一人当たりの1日の
訪問看護件数

回答数 ％

３回未満 19 9.5%

３～４回未満 45 22.5%

４～５回未満 77 38.5%

５～６回未満 28 14.0%

６回以上 5 2.5%

無回答 26 13.0%

合計 200 100.0%

図９．常勤換算看護職員数一人当たりの１か月の
訪問件数　ｎ＝200

6.0%

8.5%

16.0%

23.0%

16.5%

9.5%

11.5%

9.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

５０未満

５０～６０未満

６０～７０未満

７０～８０未満

８０～９０未満

９０～１００未満

１００以上

無回答

図１０．看護職員従事者数一人当たりの
一日の訪問看護件数　ｎ＝200

9.5%

22.5%

38.5%

14.0%

2.5%

13.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

３回未満

３～４回未満

４～５回未満

５～６回未満

６回以上

無回答

 ３）常勤換算看護職員従事者一人当たりの１か月の訪問看護件数 

 

 

 

 

○ 常勤換算看護職員従事者一人当たりの１ヶ月の訪問看護件数は、「７０～８０未満」

が２３.０％で最も多かった。 

 

 

 

 

 

４）看護職員従事者一人当たりの１日の訪問看護件数 

 

 

 

 

○ 看護職員従事者一人当たりの 1 日の訪問看護件数は、「４～５回未満」が３８.５％

で最も多かった。また、「６回以上」が２.５％であった。 

○ 看護職員従事者一人当たりの 1 日の訪問看護件数の平均は４.２回であった。 
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回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

１００未満 1 16.7% 3 50.0% 1 16.7% 1 16.7% 6

１００～２００未満 0.0% 2 9.5% 17 81.0% 2 9.5% 21

２００～３００未満 7 14.6% 19 39.6% 18 37.5% 4 8.3% 48

３００～４００未満 14 35.0% 16 40.0% 5 12.5% 5 12.5% 40

４００～５００未満 11 50.0% 7 31.8% 4 18.2% 0.0% 22

５００～６００未満 6 54.5% 4 36.4% 1 9.1% 0.0% 11

６００～７００未満 4 50.0% 1 12.5% 1 12.5% 2 25.0% 8

７００～８００未満 8 66.7% 3 25.0% 0.0% 1 8.3% 12

８００～９００未満 1 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1

９００以上 5 71.4% 1 14.3% 0.0% 1 14.3% 7

合計一ヶ月あたりの平均訪問件数
黒字 収支均衡 赤字 把握していない

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

図１１．過去2年間の収支状況　ｎ＝２００

平成19年度 30.0% 23.5% 29.5% 8.0% 2.0% 7.0%

平成20年度 31.0% 29.5% 29.5% 8.0% 2.0%

黒字
収支均
衡

赤字
把握し
ていな

未開設 無回答

図１２．一ヶ月あたりの平均訪問件数と収支状況の比較　ｎ＝200

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１００未満

１００～２００未満

２００～３００未満

３００～４００未満

４００～５００未満

５００～６００未満

６００～７００未満

７００～８００未満

８００～９００未満

９００以上

黒字 収支均衡 赤字 把握していない

３．過去２年間（平成１９年度・平成２０年度）の事業所の収支状況 

１）過去２年間の事業所の収支状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 ○ 平成１９年度実績では、「黒字」が３０ .０％、「収支均衡」が２３.５％、「赤字」

が２９.５％であった。  

 

２）一ヶ月あたりの平均訪問件数と収支状況の比較 

 

○ 1 ヶ月あたりの訪問件

数と収支状況を比較す

ると、「１００～２００

未満」では８１ .０％が

赤字となっている。  

○ 「４００～５００未

満」以上になると、５

０ .０％以上は黒字に

転じている。  
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職種 勤務形態 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

常勤 598 665 699

非常勤 610 642 653

合計 1208 1307 1352

常勤 23 32

非常勤 55 69

合計 78 101

常勤 19 22

非常勤 25 22

合計 44 44

常勤 67 70.5

非常勤 58 64

合計 125 134.5

看護職員

理学療法士

事務職

作業療法士

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

３～６未満 62 31.6% 86 43.0% 94 47.0%

６～１０未満 62 31.6% 56 28.0% 65 32.5%

１０以上 38 19.4% 43 21.5% 40 20.0%

無回答 34 17.3% 15 7.5% 1 0.5%

合計 196 100.0% 200 100.0% 200 100.0%

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度
項目

４．過去２年間（平成１９年度・平成２０年度）の職員就業者数状況 

１）従事者数（実人数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

○ 平成２０年度看護職員従事者数は、１，３５２名であり、平成１８年度～平成２０

年度の看護職員従事者数は微増ではあるが増加している。  

＜参考＞業務従事者届：平成１６年１，８０５名、平成１８年１，３４２名であり、年々減少してい

る。  

 

 

 

２）看護職員従事者数（実人数） 

 

 

○ 平成２０年度看護職員従事者数（実人数）は、「３～６未満」が４７ .０％で最も多

かった。 

○ 「１０以上」は訪問看護ステーション総数の２０ .０％であった。  
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回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

０～３未満 9 4.6% 17 8.5% 26 13.0%

３～６未満 84 42.9% 111 55.5% 132 66.0%

６～１０未満 51 26.0% 41 20.5% 30 15.0%

１０以上 18 9.2% 16 8.0% 11 5.5%

無回答 34 17.3% 15 7.5% 1 0.5%

合計 196 100.0% 200 100.0% 200 100.0%

項目
平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

３）看護職員従事者数（常勤換算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図13．看護職員常勤換算数の推移

4.6%

8.5%

13.0%

42.9%

55.5%

66.0%

26.0%

20.5%

15.0%

9.2%

8.0%

5.5%

17.3%

7.5%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１８年度

平成１９年度

平成２０年度

０～３未満 ３～６未満 ６～１０未満 １０以上 無回答
 

○ 平成２０年度看護職員従事者数（常勤換算）は、「３～６未満」が６６ .０％で最も

多かった。また、常勤換算「０～３未満」が１３ .０％であった。  

○ 「１０以上」は５ .５％であり、平成１８年度～平成２０年度を比較するとその割合

は年々減少している。  

○ 平均看護職員従事者数（常勤換算）は、４ .８人である。  

全国 平均看護職員従事者数（常勤換算）は、４ .３人 

（平成１９年介護サービス施設・事業所調査結果  厚生労働省大臣官房統計情報部）  

 

４）常勤看護職員の配置状況 常勤看護職員 1 名のみの施設数 

  

看護職員常勤者
１名の施設

施設数 ％

平成１８年度 14 7.1%

平成１９年度 14 7.0%

平成２０年度 16 8.0%
 

  ※平成 18 年度は、開設していた訪問看護ステーション１９６施設で計算、他の年度は 200 施設で計算した。  

 

 ○ 常勤看護職員が 1 名のみの施設数は、訪問看護ステーション総数の８ .０％であっ

た。 
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５．過去２年間（平成１８年度・平成１９年度）の看護職員退職者状況 

  １）過去２年間の退職率 

項目 平成１８年度 平成１９年度

看護職員総数（a) 1208 1307

退職者総数(ｂ） 228 275

退職率（b／a) 18.9% 21.0%

常勤看護職員総数（c) 598 665

常勤看護職員退職者総数(d) 104 108

常勤退職率(d/c) 17.4% 16.2%

非常勤看護職員総数(e) 610 642

非常勤看護職員退職者総数(f) 124 167

非常勤退職率(f/e) 20.3% 26.0%
 

 

  
図 １ 4 ． 退 職 率 の 推 移 　 ｎ = 1 8 0

18.9%

21.0%

17.5

%

18.0

%

18.5

%

19.0

%

19.5

%

20.0

%

20.5

%

21.0

%

21.5

%

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

 

 

 

○ 平成１９年度看護職員退職率は２１ .０％、平成１８年度は１８ .９％であり、  

２.１％退職率が上昇している。  

○ 雇用形態別に比較すると、平成１９年度常勤退職率は１６ .２％、非常勤退職率は  

２６.０％であった。  
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回答数 ％ 回答数 ％

１名 55 28.1% 70 35.0%

２名 31 15.8% 34 17.0%

３名 8 4.1% 15 7.5%

４名 8 4.1% 7 3.5%

５名 2 1.0% 4 2.0%

６名 0 0.0% 2 1.0%

７名 3 1.5% 0 0.0%

８名 3 1.5% 1 0.5%

９名 0 0.0% 0 0.0%

１０名以上 0 0.0% 2 1.0%

退職者無し 64 32.7% 56 28.0%

無回答 22 11.2% 9 4.5%

合計 196 100.0% 200 100.0%

平成１８年度 平成１９年度
項目

 ２）ひとつの訪問看護ステーションにおける退職者数状況 

   

○ １つの訪問看護ステーションにおける退職者数は、1 名の退職者が、３５.０％（平

成１９年度）であった。回答した訪問看護ステーションの２８.０％（平成１９年度）

は退職者が０名であった。 

○ １つの訪問看護ステーションにおける平均年間退職者数は、１.４名。 

参考：全国 １つの訪問看護ステーションにおける平均年間退職者数 １.２名 

    （平成１８年度訪問看護・家庭訪問基礎調査報告書） 

 

 ３）訪問看護ステーション別退職率（平成１９年度） 

   

項目 回答数 ％

0% 56 28.0%

１～１０％未満 9 4.5%

１０～２０％未満 36 18.0%

２０～３０％未満 40 20.0%

３０～４０％未満 10 5.0%

４０～５０％未満 14 7.0%

５０～６０％未満 6 3.0%

６０～７０％未満 6 3.0%

７０％以上 7 3.5%

無回答 16 8.0%

合計 200 100.0%
 

○ 回答がわかれ、退職率については訪問看護ステーションによってばらつきがある。 

○ ５０％以上の退職率の事業所は、９.５％を占める。 
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 ４）看護職員従事者一人あたりの１日の平均訪問件数別退職状況（平成１９年度） 

  

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

１名 9 47.4% 19 42.2% 25 32.5% 13 46.4% 2 40.0%

２名 3 15.8% 6 13.3% 20 26.0% 1 3.6% 1 20.0%

３名 1 2.2% 6 7.8% 1 3.6%

４名 1 2.2% 5 6.5% 1 3.6%

５名 2 4.4% 1 1.3%

６名 1 2.2%

７名

８名 1 2.2%

９名

１０名以上 1 1.3% 1 20.0%

退職者無し 7 36.8% 14 31.1% 19 24.7% 12 42.9% 1 20.0%

合計 19 100.0% 45 100.0% 77 100.0% 28 100.0% 5 100.0%

４～５回未満 ５～６回未満 ６回以上
項目

３回未満 ３～４回未満

 
○ 一日平均訪問看護件数が６回以上の５つの事業所のうち、４事業所（８０％）で退

職者があった。 

○ 一日平均訪問看護件数が３～４回未満であっても、６８.９％の事業所で退職者があ

り、訪問看護件数だけでは退職理由の要因にはなりにくいと考える。 

 

 

 

 ５）平成２０年度事業所収支状況別退職状況 

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％

１名 23 37.1% 21 35.6% 15 30.6% 7 41.2% 4 30.8%

２名 13 21.0% 12 20.3% 6 12.2% 1 5.9% 2 15.4%

３名 5 8.1% 6 10.2% 2 4.1% 1 5.9% 1 7.7%

４名 4 6.5% 0.0% 2 4.1% 1 5.9% 0.0%

５名 0.0% 1 1.7% 1 2.0% 1 5.9% 1 7.7%

６名 0.0% 1 1.7% 0.0% 1 5.9% 0.0%

７名 0.0% 0.0% 1 2.0% 0.0% 0.0%

８名 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

９名 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

１０名以上 0.0% 0.0% 0.0% 1 5.9% 1 7.7%

退職者無し 17 27.4% 18 30.5% 22 44.9% 4 23.5% 4 30.8%

合計 62 100.0% 59 100.0% 49 100.0% 17 100.0% 13 100.0%

把握していない 無回答
項目

黒字 収支均衡 赤字

 

○ 収支状況別に退職者状況を比較したところ、黒字経営の訪問看護ステーションでも

７２.６％の訪問看護ステーションで退職者がある。 

○ また、赤字経営であっても赤字経営の訪問看護ステーション総数の４４.９％の訪問

看護ステーションには退職者がない状況であり、収支状況だけでは退職理由の要因

にはなりにくいと考える。 
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 ６）平成１９年度の退職者の有無別 訪問看護ステーションの開設状況 

  

開設してからの年数
退職者
なし

％
退職者
あり

％

１年未満 1 1.8% 3 2.1%

１～３年未満 7 12.5% 24 16.7%

３～５年未満 6 10.7% 16 11.1%

５年以上 42 75.0% 100 69.4%

無回答 0 0.0% 1 0.7%

合計 56 100.0% 144 100.0%
 

 ○ 「退職者あり」「退職者なし」群どちらも開設から５年以上が最も多く、違いは見

られない。 

 

 

 ７）平成１９年度の退職者の有無別 訪問看護体制の状況 

   

訪問看護体制について
退職者
なし

％
退職者
あり

％

受持ち制 23 41.1% 55 38.2%

チーム制 8 14.3% 25 17.4%

受持ち制とチーム制の併用 24 42.9% 58 40.3%

無回答 1 1.8% 6 4.2%

合計 56 100.0% 144 100.0%
 

 ○ 「退職者なし」「退職者あり」群どちらも「受持ち制とチーム制の併用」が最も多

く、違いは見られない。 
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退職者の雇用体制 回答数 ％

２０代 20 7.3%

３０代 116 42.2%

４０代 90 32.7%

５０代 33 12.0%

６０代 12 4.4%

７０代 3 1.1%

無回答 1 0.4%

合計 275 100.0%

退職者の雇用体制 回答数 ％

常勤 115 41.8%

非常勤 155 56.4%

無回答 5 1.8%

合計 275 100.0%

図１６．退職者の年齢背景　ｎ＝２７５

7.3%

42.2%

32.7%

12.0%

4.4%

1.1% 0.4%
0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代 無回答

図１５．退職者の雇用体制　ｎ＝275

無回答
1.8%非常勤

56.4%

常勤
41.8%

６．平成１９年度１年間に退職者した２７５名の看護職員の背景 

 １）雇用体制 

   

○ 退職者の雇用体制は、「常勤」が４１.８％、 

   「非常勤」が５６.４％であった。 

 

２）年齢 

 

○ 退職者の年齢は、「３０代」が４２.２％で最も多く、ついで「４０代」であった。 

 

 ３）勤続年数 

回答数 ％ 回答数 ％

６ヶ月未満 13 11.3% 14 9.0%

６ヶ月～１年未満 10 8.7% 19 12.3%

１年～２年未満 21 18.3% 49 31.6%

２年～３年未満 16 13.9% 26 16.8%

３年～４年未満 13 11.3% 15 9.7%

４年～５年未満 5 4.3% 11 7.1%

５年以上 31 27.0% 21 13.5%

無回答 6 5.2%

合計 115 100.0% 155 100.0%

常勤 非常勤
勤続年数

 

 ○ 勤続年数については、常勤では「５年以上」が２７.０％で最も多く、非常勤では

「１～２年未満」が３１.６％で最も多く、違いがあった。 
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既婚・未婚の別 回答数 ％

既婚 216 78.5%

未婚 55 20.0%

無回答 4 1.5%

合計 275 100.0%

図１８．１２歳以下の子どもの有無
ｎ＝275

１２歳以

下の

子ども有
42.2%

無回答
6.2%

１２歳以

下の
子ども無

51.6%

１２歳以下の子どもの有無 回答数 ％

１２歳以下の子ども有 116 42.2%

１２歳以下の子ども無 142 51.6%

無回答 17 6.2%

合計 275 100.0%

項目 回答数 ％

病院に就職 40 14.5%

他の訪問看護ステーションに就職 20 7.3%

福祉施設に就職 22 8.0%

同一法人の訪問看護ステーションへ異動 7 2.5%

同一法人の訪問看護ステーション以外の施設へ異動 17 6.2%

看護職以外の仕事をする 2 0.7%

仕事をしない 57 20.7%

わからない 68 24.7%

その他 26 9.5%

無回答 16 5.8%

合計 275 100.0%

図１７．既婚・未婚の別　ｎ＝２７５

未婚
20.0%

無回答
1.5%

既婚
78.5%

 ４）未婚・既婚の別 

 

○ 退職者の未婚・既婚の別は、「既婚」が 

  ７８.５％、「未婚」が２０.０％で既婚 

が多かった。 

 

 

 ５）１２歳以下の子どもの有無 

○ 退職者の１２歳以下の子どもの有無は、 

  「有」が４２.２％、「無」が５１.６％であ 

り、子育てだけが退職要因ではないことが推 

  測される。 

 

 

 ６）退職後の就労状況 

○ 退職後の就労状況  

  については、「病 

院に就職」が１４. 

５％で最も多かっ 

た。 

○ 「仕事をしない」  

 も２０.７％回答 

があった。 

○ 「その他」につい

ては、看護学校の

教員等が含まれる。 

 



16 

 ７）退職理由（管理者より回答のあった２２６名の回答） 

 

カテゴリー 回答数 ％

健康上の問題 39 17.3%

一身上の都合 28 12.4%

妊娠・出産 21 9.3%

転居 18 8.0%

その他の勤務先希望 16 7.1%

訪問看護ステーションの方針・体制に不満 15 6.6%

子育て 14 6.2%

病院勤務希望 13 5.8%

仕事についていけない 11 4.9%

介護のため 9 4.0%

キャリアアップ 6 2.7%

２４時間対応が負担 5 2.2%

看護以外の仕事がしたい 5 2.2%

結婚 5 2.2%

定年 5 2.2%

管理交代となり個人面談にて必要ないと判断 4 1.8%

人間関係 4 1.8%

近くの訪問看護と掛け持ちしていた 2 0.9%

車の運転に自信がない 1 0.4%

常勤になる為保育施設のあるステーションに行く 1 0.4%

職務中の事故 1 0.4%

窃盗現行犯逮捕による懲戒退職 1 0.4%

通勤時間 1 0.4%

年齢が高い 1 0.4%

合計 226 100.0%
 

 

○ 退職理由の上位は、「健康上の問題」「一身上の都合」「妊娠・出産」「転居」「その

他の勤務先希望」「ステーションの方針・体制に不満」であった。 
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図１９．平成19年度4月1日採用者も

しくは中途採用者の有無　ｎ＝110

あり
77.3%

なし
22.7%

７．過去２年間の看護職員採用者状況 

  

平 成 １ ８ 年 度平 成 １ ９ 年 度平 成 １ ８ 年 度平 成 １ ９ 年 度

常勤採用者 27 38 55 91

非常勤務採用者 19 31 120 146

合計 46 69 175 237

４月１日付け採用者 中途採用者
項目

 

 

  

項目 あり ％ なし ％ 合計

平成１９年度４月１日付け採用者 26 23.6% 84 76.4% 110

平成１９年度中途採用者 77 70.0% 33 30.0% 110

平成１９年度４月１日付け採用者も
しくは中途採用者

85 77.3% 25 22.7% 110
 

 

    

  ○ 看護職員採用者状況については、４月

１日付け採用者よりも中途採用者が多

くを占める。 

  ○ 平成１８年度に退職者があった施設１

１０施設のうち、平成１９年４月１日

付けで看護職員を採用しているのは、

２３.６％（２６施設）であった。７６.

４％（８４施設）は、退職者があって

も４月１日付け採用者は０名であった。 

  ○ また、平成１９年４月１日付け採用者

が０名であり、なおかつ平成１９年度中途採用者が０名であり、退職者があっ

ても採用が全く出来ていない施設は、２２.７％を占めた。 
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８．平成２０年度看護職員状況 

 １）平均臨床経験年数 

 

回答数 ％ 回答数 ％

１年未満 0 0.0% 0 0.0%

１～３未満 0 0.0% 3 2.3%

３～６未満 11 5.5% 17 12.8%

６～１０年未満 49 24.5% 49 36.8%

１０～２０年未満 87 43.5% 51 38.3%

２０年以上 25 12.5% 13 9.8%

無回答 28 14.0%

合計 200 100.0% 133 100.0%

常勤 非常勤
平均臨床経験年数

 

○ 平均臨床経験年数について、常勤では「１０～２０年未満」が４３.５％で最も多

く、「２０年以上」も１２.５％回答があった。非常勤では「１０～２０年未満」

が３８．３％で最も多かったが、「１年目未満」～「６～１０年目未満」が５１.

９％で半数を占めている。 

○ 平均臨床経験年数は、常勤では１３.０年、 非常勤では６.５年であった。 

 

 

 

 

 ２）平均訪問経験年数 

 

回答数 ％ 回答数 ％

１年未満 1 0.5% 6 4.2%

１～３未満 24 12.0% 31 21.8%

３～６未満 60 30.0% 63 44.4%

６～１０年未満 71 35.5% 33 23.2%

１０～２０年未満 29 14.5% 9 6.3%

２０年以上 2 1.0% 0 0.0%

無回答 13 6.5%

合計 200 100.0% 142 100.0%

平均訪問看護経験年数
常勤 非常勤

 

 ○ 平均訪問看護経験年数については、常勤では「６～１０年未満」が３５.５％で最

も多かった。非常勤では、「３～６年未満」が４４.４％を占める。 

 

 ○ 平均訪問看護経験年数は、常勤では６.５年、非常勤では４.８年であった。 
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回答数
％（回答総数に
対する割合） 回答数

％（回答総数に
対する割合） 回答数

％（回答総数に
対する割合）

ホームページ 80 40.0% 21 26.3% 59 73.8%

派遣会社 42 21.0% 13 31.0% 29 69.0%

タウン誌 48 24.0% 9 18.8% 39 81.3%

新聞折込広告 114 57.0% 44 38.6% 70 61.4%

ナースセンター 87 43.5% 22 25.3% 65 74.7%

ハローワーク 109 54.5% 32 29.4% 77 70.6%

職員の口コミ 106 53.0% 57 53.8% 49 46.2%

管理者の交友関係における口コミ 77 38.5% 35 45.5% 42 54.5%

その他（近隣の方からの紹介等） 24 12.0% 14 58.3% 10 41.7%

実施している施設 効果があり 効果なし

募集方法

 ３）平均継続勤務年数 

 

回答数 ％ 回答数 ％

１年未満 3 1.5% 5 3.8%

１～３未満 25 12.5% 34 25.8%

３～６未満 56 28.0% 49 37.1%

６～１０年未満 41 20.5% 22 16.7%

１０～２０年未満 31 15.5% 20 15.2%

２０年以上 0 0.0% 2 1.5%

無回答 44 22.0%

合計 200 100.0% 132 100.0%

平均継続勤務年数
常勤 非常勤

 

○ 平均継続勤務年数については、常勤では「３～６年未満」「６～１０年未満」で４

８.５％を占める。非常勤では「１～３年未満」「３～６年未満」で６２.９％を占

めた。 

○ 平均臨床経験年数は、常勤では６.７年、非常勤では５.６年であった。 

 

 

 

９．訪問看護師の採用状況について（平成２０年４月～１０月までの実績） 

 １）募集方法およびその効果 

 

 

○ 訪問看護師の採用にあたって、訪問看護ステーションが実施している募集方法の

上位は、「新聞折込広告」「ハローワーク」「職員の口コミ」であった。 

○ 実際に効果があった募集方法の上位は、「その他（近隣の方からの紹介等）」「職員

の口コミ」「管理者の交友関係における口コミ」であった。 

○ 効果がないと回答した募集方法の最も回答数が多かったものは、「タウン誌」であ

った。 
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２）平成２０年４月～１０月までの採用実績数 

募集方法
問い合わせ件

数
採用に至った人

数

ホームページ 33 17

派遣会社 15 5

タウン誌 22 8

新聞折込広告 89 37

ナースセンター 25 11

ハローワーク 50 31

職員の口コミ 62 43

管理者の交友関係における口コミ 37 40

その他（近隣の方からの紹介等） 25 12

合計 358 204
 

○ 平成２０年４月～１０月までの採用実績数を合計すると、各募集方法により３５

８件の問い合わせがあり、実際に２０４名が新規雇用されている。 

○ 実際に問い合わせ件数と比較して採用に至った率が高かった募集方法は、「管理者

の交友関係における口コミ」「職員の口コミ」「ハローワーク」であった。 

 

 

 ３）採用にあたって、管理者が望ましいと考える臨床経験年数 

  

採用にあたって管理者が望ましいと
考える臨床経験年数

回答数 ％

経験年数○年以上が望ましい 194 97.0%

臨床経験は必要ない 6 3.0%

合計 200 100.0%
 

  

  

採用にあたって管理者が望ましいと
考える臨床経験年数

回答数 ％

臨床経験年数１年以上 0 0.0%

臨床経験年数２年以上 2 1.0%

臨床経験年数３年以上 86 44.3%

臨床経験年数４年以上 3 1.5%

臨床経験年数５年以上 84 43.3%

臨床経験年数１０年以上 11 5.7%

無回答 8 4.1%

合計 194 100.0%
 

○ 採用にあたって管理者が望ましいと考える臨床経験年数については、「臨床経験年数

3 年以上」が最も多く、次いで「臨床経験年数５年以上」であった。 
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図２１．看護職員の不足数　ｎ＝129

47.3%

15.5%

0.0%

0.8%

1.6%

34.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１名程度

２名程度

３名程度

４名程度

５名程度

何名でも

図20．看護職員の充足状況　ｎ＝200

不足して

いる
64.5%

無回答
4.5%

充足して

いる

31.0%

sx

１０．看護職員確保・定着状況について 

 １）看護職員の充足状況 

看護職員の充足状況 回答数 ％

充足している 62 31.0%

不足している 129 64.5%

無回答 9 4.5%

合計 200 100.0%
 

○ 看護職員の充足状況については、３１.０％が 

 「充足している」と回答。６４.５％は「不足し 

 ている」と回答した。 

 

 

 

 

２）看護職員の不足数の状況 

  

看護職員の不足数 回答数 ％

１名程度 45 34.9%

２名程度 61 47.3%

３名程度 20 15.5%

４名程度 0 0.0%

５名程度 1 0.8%

何名でも 2 1.6%

合計 129 100.0%
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

○ 看護職員が不足していると回答した１２９事業所の不足数の状況は、「２名程度不

足」と回答した訪問看護ステーションが４７.３％で最も多かった。 

 



22 

図２２．確保に課題を感じているか

　ｎ＝200

課題を感

じている

78%

課題を感
じていな

い
18%

無回答

4%

図２３．定着に課題を感じているか

　ｎ＝200

無回答
9.5%

課題を感

じていな
い

43.5%

課題を感

じている

47.0%

３）確保・定着に対する課題 

（１）確保・定着に関して課題を感じるか 

 

回答数 ％ 回答数 ％

課題を感じている 156 78.0% 94 47.0%

課題を感じていない 36 18.0% 87 43.5%

無回答 8 4.0% 19 9.5%

合計 200 100.0% 200 100.0%

確保 定着
項目

 

 ○ 確保については、「課題を感じている」が７８.０％であり、「課題を感じていな

い」が１８.０％であった。 

○ 定着については、「課題を感じている」が４７.０％であり、「課題を感じていな

い」が４３.５％であった。 

  ○ 定着より確保に課題を感じている割合が高い。 

 

 

 

（２）確保に関する課題の記述内容 Ｐ３２・３３ 参照 

○ 確保に関する記述内容をＫＪ法によりカテゴリー化したところ、確保に関する

課題は次の６カテゴリーであった。 

○ 『募集しても応募がないことへの対策』『訪問看護の PR が必要』『訪問看護にお

いて必要としている人材不足』『雇用条件の改善が必要・改善が困難』『働きや

すい職場づくり』『同一法人施設内の人材確保の問題』であった。 

 

 

（３）定着に関する課題の記述内容 Ｐ３４・３５参照 

  ○ 定着に関する記述内容をＫＪ法によりカテゴリー化したところ、定着に関する

課題は次の１１カテゴリーであった。 
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  ○ 『労働条件にみあった雇用条件の改善』『訪問看護を実践する上でのスタッフの

負担感』『教育研修体制の確立』『慢性的な忙しさからくる疲労感・ストレス・

腰痛』『女性のライフラインに伴う離職』『働きやすい職場づくり』『子育て支援

が不足』『スタッフの高齢化に伴う課題』『スタッフのモチベーション維持が難

しい』『定着の前に確保が課題』であった。 
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回答数 ％ 回答数 ％

訪問看護業務の改善 173 114 65.9% 20 11.6%

研修体制の確立 159 106 66.7% 23 14.5%

研修体制の充実 158 103 65.2% 26 16.5%

新規採用者に対する研修体制の充実 132 77 58.3% 22 16.7%

定年退職者の再雇用 44 19 43.2% 19 43.2%

採用年齢制限の引き上げ・撤廃 51 16 31.4% 24 47.1%

定年の引き上げ・廃止 32 11 34.4% 10 31.3%

給与・諸手当の改善 105 55 52.4% 26 24.8%

福利厚生・休暇等、給与以外の労働条件の改善 110 62 56.4% 24 21.8%

メンタルヘルス相談体制の充実 89 39 43.8% 24 27.0%

学生実習の受入れ 108 46 42.6% 40 37.0%

一日訪問看護体験（学生対象） 26 9 34.6% 15 57.7%

一日訪問看護体験（看護職対象） 46 20 43.5% 21 45.7%

その他（　　　　　　　　　　） 4 1 25.0% 3 75.0%

項目
効果あり 効果なし取り組んでい

る施設数

１１．訪問看護師の確保・定着対策について 

 １）確保・定着対策の実施状況 

無回答

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数

訪問看護業務の改善 88 44.0% 85 42.5% 12 6.0% 15

研修体制の確立 71 35.5% 88 44.0% 23 11.5% 18

研修体制の充実 69 34.5% 89 44.5% 25 12.5% 17

新規採用者に対する研修体制の充実 48 24.0% 84 42.0% 49 24.5% 19

定年退職者の再雇用 16 8.0% 28 14.0% 127 63.5% 29

採用年齢制限の引き上げ・撤廃 28 14.0% 23 11.5% 110 55.0% 39

定年の引き上げ・廃止 11 5.5% 21 10.5% 131 65.5% 37

給与・諸手当の改善 40 20.0% 65 32.5% 62 31.0% 33

福利厚生・休暇等、給与以外の労働条件の改善 45 22.5% 65 32.5% 63 31.5% 27

メンタルヘルス相談体制の充実 25 12.5% 64 32.0% 84 42.0% 27

学生実習の受入れ 66 33.0% 42 21.0% 72 36.0% 20

一日訪問看護体験（学生対象） 13 6.5% 13 6.5% 143 71.5% 31

一日訪問看護体験（看護職対象） 22 11.0% 24 12.0% 123 61.5% 31

その他（　　　　　　　　　　） 3 1.5% 1 0.5% 7 3.5% 189

項目
取り組んでいない積極的に取り組んでいる 少し取り組んでいる

 

○ 確保・定着対策の実施状況については、「訪問看護業務の改善」「研修体制の確立」

「研修体制の充実」について、積極的に取り組んでいる・少し取り組んでいると約

８０％が回答している。 

○ 一方、「定年退職者の再雇用」「定年の引き上げ・廃止」「一日訪問看護体験（学生対

象）」「一日訪問看護体験（看護職対象）」は取り組んでいないと回答する割合が高か

った。 

２）確保・定着対策に対する効果 

 ○ 実施している対策の効果については、「訪問看護業務の改善」「研修体制の確立」

「研修体制の充実」について、効果ありと約６５％が回答している。 

 ○ 一方、「一日訪問看護体験（学生対象）」は５７.７％が効果なしと回答した。 
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項目 回答数 ％

給与・諸手当等の改善 139 69.5%

給与・諸手当等以外の労働条件の改善 113 56.5%

子育て支援 95 47.5%

訪問看護業務の改善 74 37.0%

研修体制の充実 55 27.5%

病院勤務看護職員と訪問看護ステーション勤務看
護職員の人材交流

49 24.5%

職員のメンタルヘルス 43 21.5%

親等の介護支援 16 8.0%

一日訪問看護体験の実施（看護職員対象） 15 7.5%

新卒新採用看護職員の採用研修体制の確立 12 6.0%

ホームページの充実 12 6.0%

定年看護職員の再雇用 9 4.5%

看護学生の実習受入れ 7 3.5%

その他 7 3.5%

カテゴリー 回答数

記録・書類の簡素化 22

２４時間体制への負担感の軽減 12

事務作業の軽減 9

一人で訪問することの負担感 6

休みが取れる体制整備 3

広報活動が必要 2

連絡・連携のための時間が取られる 2

看護基準・手順の整備 1

看護の質の向上 1

看護師に裁量権がない 1

管理者の負担軽減 1

緊急入院できる後方支援病院が必要 1

質を高める為の研修会への参加 1

制度が複雑 1

セクハラ対応 1

駐車禁止に関する改善 1

訪問看護ステーションの独自性と統一性 1

訪問件数の緩和 1

１２．訪問看護師の確保・定着について、今後どのような体制整備が必要と考えるか 

 １）今後必要と考える体制整備（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  ○ 訪問看護師の確保・定着に向けて、今後必要な体制整備の上位は、「給与・諸手

当等の改善」「給与・諸手当等以外の労働条件の改善」「子育て支援」「訪問看護

業務の改善」「研修体制の充実」であった。  

 

 ２）「訪問看護業務の改善」に関する記述内容（複数回答） 

 

  ○ 今後必要と考える体制整備につ

いて、「訪問看護業務の改善」と回答

した具体的な記述内容は「記録・書

類の簡素化」「２４時間体制への負担

感の軽減」が主なものであった。  
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現在勤務している訪問看護ステーション
における管理者経験年数

回答数 ％

①１年未満 37 18.5%

②１～３年 74 37.0%

③４～６年 44 22.0%

④７～９年 28 14.0%

⑤１０年以上 15 7.5%

無回答 2 1.0%

合計 200 100.0%

過去全ての管理者経験年数 回答数 ％

①１年未満 24 12.0%

②１～３年 31 15.5%

③４～６年 36 18.0%

④７～９年 28 14.0%

⑤１０年以上 34 17.0%

無回答 47 23.5%

合計 200 100.0%

図２５．過去全ての管理者経験年数

ｎ＝200

１０年以
上

17.0%

７～９年

14.0%
４～６年

18.0%

１～３年

15.5%

１年未満
12.0%

無回答

23.5%

図２４．現在勤務している訪問看護ステー

ションにおける管理者経験　ｎ＝200

無回答

1.0%
７～９年

14.0%

１０年以
上

7.5%

４～６年

22.0% １～３年

37.0%

１年未満
18.5%

３）看護職員の確保・定着で工夫していることや成功した実践例 Ｐ３６・３７参照 

 

 

１３．管理者に関すること 

 １）訪問看護ステーションにおける管理者経験年数 

 （１）現在勤務している訪問看護ステーションにおける管理者経験年数 

○ 「１年未満」が１８．５％、「１～３年」が 

  ３７.０％であり、３年以下が５５.５％を 

 占める。 

 

 

 

 

（２）過去全ての管理者経験年数 

 

 

 

 ○ 過去全ての管理者経験年数については、「1 年未満」が１２ .０％、「１～３年」が

１５.５％であり、３年以下が２７ .５％を占める。  
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看護学生時代に在宅看護論を
学習しているか

回答数 ％

学習した 36 18.0%

学習していない 150 75.0%

無回答 14 7.0%

合計 200 100.0%

図２６．看護学生時代に在宅看護論を学
習しているか　ｎ＝200

学習して
いない

75%

無回答

7%

学習した

18%

２）看護学生時代に在宅看護論を学習したか 

 

 

 

 

○ 平成８年の保健師助産師看護師学校等指定規則の改正によりカリキュラムに位置づ

けられた在宅看護論を学習したかについては、「学習した」が１８ .０％、「学習して

ない」が７５.０％であった。  
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と
て
も
当
て
は
ま
る

や
や
当
て
は
ま
る

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

あ
ま
り
当
て
は
ま
ら
な
い

全
く
当
て
は
ま
ら
な
い

平
均
値

「退職者
あり」群
と「退職
者なし」
群の有意
差

仕事が上手くいったときには賞賛や承認をスタッフが得られるようにしている 59 95 24 10 3 4.0

スタッフのミスを非難せず学習の機会に使っている 72 87 33 3 0 4.2

管理者としてスタッフの意見に耳を傾ける努力をしている 85 102 7 1 0 4.4

看護師と医師の連携が良い 44 89 52 10 0 3.9

看護師と他職種の連携が良い 51 104 36 4 0 4.0

すべての看護師の意見が取り入れられ尊重されている 43 101 47 3 0 3.9

スタッフ間の意思疎通がスムーズである 91 77 23 6 0 4.3

質の高い患者ケアを提供するために十分な数のスタッフが配置されている 17 49 60 57 13 3.0

他のスタッフと患者ケアに関する問題点を話し合うだけの十分な時間と機会がある 26 61 77 31 1 3.4

仕事に見合うだけの賃金が保障されている 16 48 76 44 13 3.1

福利厚生が充実している 19 41 79 37 17 3.0

ケアが継続されるように患者の受持ちが決められている 78 70 30 12 6 4.0

モデルになる看護師がいる 30 73 69 16 7 3.5

全ての患者に対して看護ケア計画が記載され、常に見直されている 73 87 30 7 0 4.1 ※ｐ＜.05

スタッフ向けの教育プログラムや継続教育プログラムに力が入れられている 23 52 80 29 5 3.3

新規採用者を対象にした支援プログラムがある 18 73 56 33 16 3.2

提供した訪問看護について具体的に評価し、実践が出来る 34 99 56 8 0 3.8

創意工夫しながら訪問看護を実践している 56 113 25 3 0 4.1

コンサルテーションとリソース 患者へのケアについて相談ができるスタッフがいる 71 99 23 3 0 4.2

他の専門職に対して看護師の立場から意見が述べられる 75 105 15 1 1 4.3

医師の指示に対しても看護師としての意見が述べられる 64 93 35 4 0 4.1

利用者に起こりうる変化をあらかじめ予測して看護を行なうことが出来る 60 108 22 1 0 4.2

訪問看護の専門的な知識と熟練した技術を提供できる 52 118 24 2 0 4.1

地域との関わり 他機関・他職種との連絡調整を適切に行なっている 60 108 22 1 0 4.2

看護学生の実習を受入れ、学生が歓迎されている 39 48 26 8 74 2.8

指導的役割を発揮できる看護師がいる 41 79 41 14 20 3.5

指導的役割を発揮できる看護師を育成する体制がある 12 30 89 23 42 2.7

私は訪問看護の仕事が好きである 126 62 8 1 0 4.6

私は訪問看護の仕事に向いていると感じる 89 70 36 2 0 4.2

私は訪問看護にやりがいを感じている 116 68 11 2 0 4.5

利用者に訪問看護の必要性が理解されていると感じる 69 103 18 7 0 4.2

他職種に訪問看護の必要性が理解されていると感じる 46 94 46 11 0 3.9

学際的連携 大学等、学際的な人材と連携しケアの評価等を行なう機会がある 7 19 52 37 80 2.2

看護師のキャリアを高めるための支援が行なわれている 17 59 72 29 18 3.1

施設内研修が計画され、保障されている 48 67 45 20 15 3.6

施設外研修が計画され、受講する機会が保障されている 41 76 52 17 10 3.6

項目

看護のリーダーシップの質

組織の構造

マネジメントスタイル

十分な人員配置と資源

専門職としてのケアモデル

ケアの質に関する看護の基盤

職能開発

質の向上

自律性

教育者としての看護師

看護のイメージ

 ３）自施設に関する管理者の考え（管理者の主観で回答） 

   ※表内の数字は回答数を示す  

    ※平均値については、「とても当てはまる」5 点、「やや当てはまる」４点、「どちらとも言え

ない」3 点、「あまり当てはまらない」2 点、「全く当てはまらない」1 点とし、回答数を点数

化し回答総数の平均値を算出した。  
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○ 自施設に関する管理者の考えを各項目について管理者の主観で回答を求めたと

ころ、３６項目中、２７項目は「やや当てはまる」「とても当てはまる」と回答

し、自施設を評価していた。  

○ 特に「私は訪問看護の仕事が好きである」は、とても当てはまる６４ .０％、や

や当てはまる３１ .５％と、９５.４％が当てはまると感じ、「私は訪問看護にや

りがいを感じている」についても、とても当てはまる５８ .９％、やや当てはま

る３４.５％と、９３ .４％が当てはまると感じている。  

 

○ 一方、「充分な人員配置と資源」「スタッフ向けの教育プログラムや継続教育プ

ログラムに力が入れられている」「指導的役割を発揮できる看護師を育成する体

制がある」「看護師のキャリアを高める支援が行なわれている」については、ど

ちらともいえないと回答する管理者が多かった。  

○ 特に、「看護学生の実習を受入れ、学生が歓迎されている」は３７ .６％、「学際

的連携」は４０ .６％が全く当てはまらないと回答した。  

 

○ さらに、各回答項目を平成１９年度「退職者あり」群と「退職者なし」群で比

較したところ、「ケアの質に関する看護の基盤 ―全ての患者に対して看護ケア

計画が記載され、常に見直されている」に有意差があった。  

 

 

 ４）訪問看護師が働き続けるためには、どのような職場づくりが必要と考えるか 

    Ｐ３８・３９参照 

○ 「訪問看護師が働き続けるためにはどのような職場づくりが必要と考えるか」

について記述内容をＫＪ法によりカテゴリー化したところ、次の６カテゴリー

となった。 

○ 『訪問看護のやりがいを支える教育・サポート体制づくり』『働きやすい職場づ

くり』『スタッフ・管理者の負担を軽減する体制づくり』『ワークライフバラン

スが取れる職場体制づくり』『給与等の改善と経営管理に関する工夫』『地域・

他職種との連携』である。 

 

 

 ５）訪問看護師の確保・定着に関して県・行政に期待したいこと 

    Ｐ４０・４１ 参照 

○ 「訪問看護師の確保・定着に関して県・行政に期待したいこと」について記述

内容をＫＪ法によりカテゴリー化したところ、次の８カテゴリーとなった。 

○ 『制度の改善』『訪問看護の PR を推進』『教育・研修体制の確立』『子育て支援』

『復職支援等、看護職員確保対策の強化』『管理運営のサポート』『連携・相談

窓口の設置』『その他』であった。 



30 



31 

確保に関する課題  

記述内容を最小限の意味ある内容にカード化し、KJ 法によりカテゴリー化した。  

【 】内はカードの数  

 

大カテゴリー 中カテゴリー 記述内容

折込広告を出すも反応がまったくない。

いろいろな方法で求人しても問い合わせすらない。

とにかく人が来ない（面接にすら）

訪問看護師になりたいという人が絶対的に不足しているから募集をかけ
ても集まらない。
病院が７：１になってからますます訪問看護にこなくなったように思
う。
どのように工夫をすれば人手がくるのか、という点(募集にかかる費用等
も課題）
ホームページを新しくしてアピールしてはどうかと考えているが更新に
はお金がかかるといわれて出来ない

口コミにしか頼れない状態。

最近はインターネットを活用して探す人も多く、インターネット上で求
人状況を探しやすいものがあってもよいのではないかと考えている。

方法に多額をかけることは困難

求人にかなりのお金がかかる。

HP、ブログなどを利用し、若い世代に対応できるよう調整中

インターネット等で紹介をしていない。

人材確保に時間がかかる【３】 退職後、募集しても効果なく、常勤看護師が入職するまで1年かかった。

「一人の訪問に不安がある。」という理由で断られた。

「車の運転を家族に反対された」の理由で断られた。

希望はあっても訪問看護に自信がないと言い見学のみになってしまうこ
とが多い。

スタッフの交友関係看護師に声をかけるが、在宅は一人で訪問しなけれ
ばならず責任が重いというイメージが強い。また訪問看護の内容がわか
らないので不安という言葉も多く訪問看護の仕事についてもっと多くの
方に知っていただくことが課題である。

全体的に訪問看護に対する評判が悪いという風評があり。

訪問看護業務内容が理解されていないため、仕事内容を説明すると不安
になってしまう。

訪問看護の魅力が伝わらず、「大変」とのイメージが強い。

訪問看護は病院看護師とちがう、自分自身で判断する力、責任能力が求
められるので自信がないと言われる。

訪問看護を敬遠する方が多い。

訪問看護の必要性は理解されても敬遠されてきているように感じるため
なんとか全国的にも評価されていけば、と感じている。
訪問看護の仕事に対して理解度・認識が低いことから応募が少ないよう
に思う。

訪問看護の認知が一般の人より同じ看護師の方が低い

現在病院等に就労している中堅・管理職レベルの方が在宅看護論を学ん
でいない。訪問看護師が何をするのか、何が出来るのか知らない。

訪問看護を知らない看護師が多くいる。

キャリアを活かせる現場をアピールしたい。

新聞やHPでは訪問看護師の必要性がわかってもらえていないのではない
か。

確保するには話しをきちんと行い（仕事の内容）理解してもらう。

訪問看護の取り組みや仕事内容をもう少し病院等にアピールする必要が
あると思う。

募集しても応募がない【４７】

訪問看護にマイナスイメージがある【２７】

募集方法の工夫【７】

募
集
し
て
も
応
募
が
な
い
こ
と
へ
の
対
策
【
６
４
】

募集広告等に多額の費用がかかる【４】

訪
問
看
護
の
P
R
が
必
要
【
５
８
】

訪問看護のPRが不足【１４】

求人方法の工夫【３】

看護職に訪問看護が知られていない【１７】
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大カテゴリー 中カテゴリー 記述内容

病院側での看護師不足のため訪問看護まで人手がまわらない。

周囲の病院、訪問看護ステーション、どこに聞いても確保が困難と言っ
ているので紹介もなかなかしてもらえない。

人材が訪問看護全体で不足しているため、取り合いになってしまう。

（退職後、補充が困難）今後スタッフを増員できなければ、利用者を増
やすことも困難。
現在のスタッフが退職した場合、後を引き続きやってくれる看護師を育
てないといけないが確保できない。

常勤者が確保できない【６】 フルタイムで働ける人がいない。

２４時間対応の携帯電話が持てる人の確保

緊急対応に対応できる人材不足。

子育ての期間で空いている時間にとパートタイムが多い。

訪問看護師不足

十分な数を確認できず慢性的に人手不足。

パートだからという甘えがあったり他職種との連携や報告書などすべて
社員に押し付けたがる人もいる。

採用してもすぐに転職と言うケースもある。

給与・休暇等待遇を改善しないと人は集まらないと思っている。

給料面での折り合いがあわない。

若いスタッフは緊急時の待機など時間にしばられたくない。

看護師不足に伴い訪問看護ステーションが小規模で基盤が脆弱なため給
料等が希望にそえない。

赤字を抱えているため人件費を上げられない悪循環にある。

休みが少ない雇用条件で他ステーションに流れる。

設置主体による賃金格差も課題。

人件費との収支バランスが課題である【３】
人を増やしたいがそれほど利用者も多くなく人件費との兼ね合いを考え
てしまう。

人材育成（特に臨床経験のない新卒者の採用）

新卒者の採用はしていない状況であるが、新卒者でも訪問看護STで働け
るような学校の授業カリキュラムの強化（アセスメント能力、コミュニ
ケーション能力）

必要かつゆとりを持った訪問ができる体制。

依頼ニーズに対応するステーションとなる。

仕事内容での改善が必要。

保育所の確保も必要。

あるステーションは他の施設や保育園もあり若い方が仕事につけるが、
小さなステーションでは保育園まで保障できない。

設置主体が弱小である（国公立クラスに比較して）

母体がない。（訪問看護のみで仕事をしている）

事業所の立地条件が悪い【３】 ステーションの立地条件が悪いと思う。

常勤換算２．５人の設置基準が厳しい【１】
ステーションの規模に関わらず一律常勤換算２．５の確保は小規模ス
テーションにとってかなり厳しい。

管理者が管理業務に専念できない【１】 人員の補充、増員ができないため、管理者も件数をこなしている状況。

管理者としての力不足【１】 自分自身の力不足ではないか。

同法人の離職・退職者の移動

看護師不足で法人の病院で働く看護師が訪問看護を希望しても移動が難
しい。

法人との関係もあり募集広告、働きかけ等、自由度が低い。

病院に就職した新卒者、新人者のローテーション先としての位置づけ。

同
一
法
人
施
設

内
の
人
材
確
保

の
問
題
【
９
】

働きやすい職場づくり【５】

保育所の確保等子育て支援が必要【４】

同一法人施設内の人材確保の問題【９】

働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
【
２
４
】

人材育成のための取り組みが必要【６】

設置主体が小さい【３】

２４時間対応等が可能な人材が確保できない
【６】

そもそも看護職員が不足している【５】

雇用条件等、事業所によって格差がある
【６】

経営的な問題から雇用条件を改善できない
【７】

給与待遇面の見直しが必要【２１】

雇
用
条
件
の
改
善
が
必
要
・

改
善
が
困
難
【
３
７
】

退職後の補充が出来ない【６】

訪
問
看
護
に
お
い
て
必
要
と
し
て
い
る
人
材
不
足
　
【
３

４
】

質の高い人材確保が難しい【３】

病院で不足している状況、訪問看護まで人が
まわらない【８】
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定着に関する課題  

記述内容を最小限の意味ある内容にカード化し、KJ 法によりカテゴリー化した。  

【 】内はカードの数  

 

大カテゴリー 中カテゴリー 記述内容

仕事的には病院よりリスクが高いが給料が少ないという矛盾。

組織の体制と業務に対する正当な評価

労働内容とそれにみあった報酬・労働条件（それぞれのライフスタイル
にあった多様化）

仕事が大変な割りに給料が安い。

業務や待遇についての改善について法人とのかけあい方

待遇の問題が大きな課題だと思うが、看護師不足で毎年赤字の連続であ
ると待遇改善も難しいのが現状。ステーションの運営が安定する体制作
りも重要。

口コミで訪問看護ステーションを移っている場合、少しでも雇用体制が
よくないとまた移動する不安はあるため非常勤職の条件を見なおしてい
く必要がある。

社会保障や収入保障が大きな組織のように整わない。

定員を８名ぐらいと考えているが、常勤になれないと非常勤スタイルで
は業務がやりにくい面もあり、責任が持てなくなり、退職にいたること
があった。
責任が重い上に働く条件が悪い。医師や医療機関の理解、協力が十分で
ない。（治療対象でないから退院させ再入院させないなど）精神的スト
レスが大きい。
スタッフは他ステーションや病院など条件があうところへ行きたいと
思っている。訪問看護は精神的に重いと思っている。

在宅を訪問する緊急さ。一人で判断してケアをすることがあり、在宅の
人気のなさ。定着は必要。

一人で訪問に行く責任の重さや判断力・観察力など、臨床経験が長くて
も在宅になると自信がつくまで年数がかかってしまうことや利用者さん
の求めるものが大きくてますます自信喪失になってしまうことがある。
ステーション全体で支えあうように努力しているが、人員的な余裕がが
ない状況も現実にあり結果一人で追い込まれてしまう人もいる。

１人で訪問し責任重大で件数も多く訪問しなければならないことで心身
ともに疲労を感じ辞めてしまう職種だと思う。

常勤で働くスタッフの負担感【１】
子どもを持っているスタッフが多く、逆に子どもがいないスタッフが肩
身の狭い思いをしたり、時間で上がることが出来なかったりしている。

緊急対応や残業に負担感【２】
緊急や残業に関して負担があり（精神的負担）小さな子供をかかえてい
るNsは定着しにくい可能性あり。

移動（車等）にかかるリスクが大きい【１】
責任が重い割に報酬が少ない。移動にかかるリスクが大きい。(怪我、事
故等への不安）個々に動いているので。

２４時間対応の負担感【２】
24時間対応している為、勤務時間外の拘束に身心が休めない（携帯電話
を持つ）

事務作業の軽減【１】 事務作業の軽減。

研修・教育の充実（院内は人員不足でできないため市や県主催による研
修希望）

経験不足(臨床）によるスタッフの不安。

教育していくという点で弱い（人が不足しているため）自己判断の必要
性や優先度の設定は常に訪問看護を行っていく上で必要であるがその点
に欠けている人や技術的に未熟だと訪問看護を行っていくのは難しい。

研修に出したくても余力がなく参加させられない。

少人数のため研修参加ができない【２】 少人数のため休みを取れず、研修にも参加できない。

管理者候補の育成が困難【１】 ゆくゆくの管理者候補がほしいが難しい。

アセスメント能力が必要【１】
医師のいないところでの看護提供でありアセスメント能力の向上が必
要。

労働内容にみあった報酬でない【１５】

労働条件が悪い　　【１１】

訪問看護の責任が重く負担が大きい【８】

訪問看護の責任が重く負担が大きい【８】

教育・研修体制が確立できない【９】

労
働
内
容
に
み
あ
っ
た
雇
用
条
件
の

改
善
【
２
５
】

訪
問
看
護
を
実
践
す
る
上
で
の
ス
タ
ッ
フ
の
負
担
感
　
　
　
【
２
１
】

教
育
・
研
修
体
制
の

確
立
【
１
３
】
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大カテゴリー 中カテゴリー 記述内容

腰痛になり体力に自信なく一人で入浴介助や移乗が苦痛・不安あり他い
ろいろな要素が加わりやめた人もある。

重労働のため、腰痛・疲労大きく肉体的に継続が厳しい。

一日の訪問看護件数を4～5件にする。

一人のスタッフが抱える書類等の多さ。

慢性的に人手不足のため十分な休みをとれず魅力ある職場作り（これが
得意、力を入れている分野がある・・・等）ができない。

常勤加算2.5での運営を認められているが、業務量が多く、社会の流れと
しては24時間対応も求められており、慢性的に忙しくストレスが多い状
態。

結婚・出産による退職【７】
女性の職場であり、子育てとも両立しながらなので非常勤が多く、定着
が難しい。

親の介護による退職【１】
親の介護など離職を余儀なくされる理由が有り、すぐに充足できるス
タッフがいないことが課題。

家庭との両立【１】 全員主婦なので家庭との両立。

通勤距離【２】 ステーションの場所が交通の便の悪いところなので通勤が大変。

働きやすい職場づくり【３】
働きやすい、働き続けたいといわれる職場を作らなければならないと感
じる。しかし1つのステーションだけでは限界がある。

訪問看護の楽しさや、スタッフ同士、会話の中でスキルアップできる場
所であることをしってほしい

お互いおもいやり。

人間関係【２】
小規模のため人間関係でのつまずきが大きな原因となってやめるときが
ある。

事業所の経営が不安定【１】 事務所が不安定だと定着が悪い

子育て支援。安心して仕事ができる体制。①仕事に従事していないと保
育園に入所できない。そのため民間に高い保育料金を支払って働くよう
になるが収入とみあわない等の理由で働かなくなる。②保育園への入所
ができない勤務日数の場合幼稚園が夏休みなど長期の休みに子供を保育
してくれる人がいない等の理由で継続して勤務できなくなる。

お子さんがいる看護師は子供の病気のときなかなか休みがとれず、小規
模運営では補償してあげられないときがある。

体力的に仕事について行けない【３】
体力の消耗も著しく、50歳を過ぎた方が業務量をコントロールせずに働
き続けることが難しい。

看護職の高齢化【２】 看護者が高齢化する。（新しいものにチャレンジできにくい）

モチベーションを保つ工夫。

訪問に対する意欲を維持する。

事業所のビジョンの共有が不足【１】
事業所全体の方針が十分伝わらず、やりがい、達成感等、満足度を充実
できない点。

定
着
の

前
に
確

保
が
課

題

【

２
】

定着の前に確保がまず出来ない【２】 定着の前に、必要な人材が確保できない。

定着しているが人件費で赤字【１】 定着率はとても良いと思うがその分人件費が上昇し赤字となっている。

定着している【１】
現在の職員は入職して以来、継続勤務しているがさらに継続してもらえ
るよう不満や要求の把握。

子育て支援が不足【６】

女
性
の
ラ
イ
フ

プ
ラ
ン
に
伴
う

離
職
【
１
１
】

働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り

【
９
】

腰痛の悪化【３】

慢性的に忙しく疲労感とストレス【８】

スタッフ同士の支えあい【３】

定
着
し
て
い

る
【

２
】

慢
性
的
な
忙
し
さ
か
ら
く
る

疲
労
感
・
ス
ト
レ
ス
・
腰
痛

【
１
２
】

スタッフのモチベーションを維持するのが難
しい【４】

子
育
て
支
援
が
不
足

【
６
】

ス
タ
ッ
フ

の
高
齢
化

に
伴
う
課

題
【
５
】

ス
タ
ッ

フ
の

モ
チ
ベ
ー

シ
ョ

ン
維
持

が
難
し
い

【

４
】
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記述内容

訪問時は独りでの行動が多く責任を重く感じることが敬遠されるのでできるだけそう思わないように一緒に行
動して話しを聞き相談しやすい環境を作る。

とにかくよく話して協力しあうことにしている。各々が家庭の事情を知って理解しているため助け合ってい
る。食事会は子供参加。訪問は看護師2～3名がいつでもいけるような体制にしている。

人間関係を良好に保つ。訪問から戻ったらスタッフが話したいだけ語れる環境を作っている。

とにかくステーションの雰囲気を明るく楽しくする。女性のみの職場ではなく男性（PT/OT）もいることで人
間関係が円滑になっている。

定時で常勤が帰宅できるよう週内で調整したり、体調不良時や家庭内事情があるときには当日朝でも交代でき
るよう「お互い様」をモットーにしている。

小さな子供がいたりスタッフが病気、親ががんで介護、・・・いろいろなことがあって休むことが多いがみん
なでカバーしあって助け合っている。

担当制を徹底しているが、困った時はすぐに管理者がサポートする。

ステーションの雰囲気を大事にしている。せかせかしないのんびりした環境。報告・連絡・相談しやすいよう
お互いこえかけしあうなど。

ステーション内の雰囲気を良くし、働きやすい職場を心がけている。家庭重視し、子どもの行事には積極的に
参加できる体制にしている。皆、同じ立場なのでお互い思いやれる。常に相談できる体制を取っている。

リスクマネージメントは全員に意識させ失敗等は皆で対応・反省していく。個人を責めることはしない。

職員全員が管理者と同等の意識と判断力が持てるよう、情報を共有することに努めている。

看護師９名中６名が子育て中の看護師。子供の病気や学校行事などで休まなければならないとき、お互いに連
絡しあってやりくりできる雰囲気を作っています。緊急時や看取りなどは他の３名で頑張っています。子育て
中でも働ける職場作りを心がけ開所から３年４ヶ月一人の退職者も出していないのは自慢。

職場の雰囲気を明るし、皆なんでも話せるようにした。朝から音楽をかけている。

小規模事業所のため、年に数回は交流を深めるため宴会を開催（子供含む）アットホームな雰囲気で相談しや
すくなったとのスタッフからの反応あり。

訪問看護の楽しさ、充実感を皆味わえるよう、ストレスがたまる前にアドバイスしている。行き詰まっている
と感じたら気持ちの切り替えが出来るように関わっている。

働きやすい透明感のある職場づくり、何事も皆で話し合う。本人の力量にあう、利用者さんを選定すること、
訪問がいやにならない工夫、自信を持てるようアドバイスをする。

新規採用にあたり出来るだけ指導者を統一している。

常勤で採用した看護師には必ず訪問看護師講習会に出てもらい本人のレベルアップ、ステーションのレベル
アップを図っている。(研修費用はステーションで）

フィッシュ哲学を導入して職場づくりをしている。

時代の流れに沿い医療技術・介護保険制度の流れなど常に新しい情報を内部研修に取り入れるなど工夫してい
る。また重症度の高いご利用者様には赤字覚悟で管理者と同行訪問などをし、1名の看護師に負担を大きくな
らないように配慮している。

研修体制の充実。この職場なら知人にも紹介できるとスタッフに実感してもらえる。明るく休みもとれる職場
作り

研修体制で特に新規採用者は訪問看護養成講習会の受講。年間個別研修目標による受講で訪問看護に自信を持
ち意欲的に取組むことができる。積極的な看看連携の取組。

学会の発表や研修会でアピールしている。院内における教育体制、業務改善、記録改善等の委員会活動、月例
カンファレンスにおけるナラティブの語り合い。

法人内で行っている復職支援セミナー。

潜在ナース実習で就職に結びついた。

カムバックナースの取組を行い一人採用できた。

困難事例・病状変化時の管理者の同行訪問。日々のコミュニケーションの充実

業務内容が具体的にわからずイメージがつかない、ということだったため、同行見学訪問を受け入れ採用にい
たった。

新規採用者には同行訪問を不安がなくなるまで実施、約1ヶ月位または１０回以上。

医療依存度の高い利用者やセクハラ等のある利用者には慣れるまでスタッフ二人体制にしている。

労働組合があることで、産休保障、介護休暇等の労働法規の部分は保障されている。突発的な休暇の状況にス
タッフが協力的。

本給以外に労働条件の改善

定年65歳、夏休み８日間、ボーナス5.2ヶ月支給、勤務扱いの研修（常勤）、時給1800円、勤務者の希望で勤
務日を毎月調整、時給支給の研修(非常勤）と勤務条件を変えたところ定着が良い。

給与の検討(残業手当の工夫）書類作成についてコスト制。残業では時間給がおいつかずStは赤字のため書類
作成には1枚○○円としている。

給与・諸手当の改善（緊急出勤時の手当てアップ）・職員の働くペースを保障する

可能な限り職員の待遇を改善している。（給与や４週８休導入など）

労
働
条
件
に
関
す
る
こ
と

職
場
の

雰
囲
気
づ
く
り

お
互
い
に
助
け
合
う
職
場
風
土
づ
く
り

教
育
体
制
に
関
す
る
こ
と

同
行
訪
問
に
関

す
る
こ
と

復
職
支
援

に
関
す
る

こ
と

 

看護職員の確保・定着で工夫していることや成功した実践例  
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記述内容

・子どもさんが保育園ではあずかってもらえないが、家で看病する程ではない時や祝日の勤務日は事務員さん
が事務所内保育をしている。また必要時は保育所に代理でお迎えもする。訪問件数が伸びた月に大入り袋を出
した。

保育料の補助（費用の1/2）

保育室の充実

保育園と交渉し、パートのNsの募集を行い1回/周午前中のみのスタッフが1名確保できた。

育児・介護休暇等の実施

スタッフは全員育児中のため17時には帰れるようにしている。また当組織でステーションの上に保育室を設け
てくれたため、助かっている。

系列法人の託児所の利用

平成7年発足2.5人から13年目を迎え12人の配置に採用できたのは就業希望者のできるところの時間をもらいフ
レックスで採用している。徐々に就業時間をのばしながら月～金の就業可の現状。

パート職に対して、その人の状況で合わせる。時間調整、曜日調整を行なっている。

当ステーションは非常勤職員が多くフレックスタイムのため全職員が勤務している日がほとんどないため特定
の職員同士でのコミュニケーションしかとれていなかったが毎週1回昼のカンファレンスを行うようになり全
職員がそろうようになり職員間のコミュニケーションがとれるようになり、仕事面、利用者さんの抱えている
問題をみんなで解決の方向へ向けることができている。お互い刺激になっている。

子どもを持っている看護師が多い、帰宅時間をフリーにすることで、パートとして働きやすく、家と仕事との
バランスもOK

委託なので時間を選び働けるので子育て中でもOKというメリットは大きい

なるべく時間内に仕事が終了するよう集中的に仕事するよう働きかけている。週休２日とし、利用者の少ない
時には有給で順番に休む。

子育ての看護師が多いため勤務の調整は積極的に行い休み希望は全員でフォローしている。

休暇希望や病気の突然の休みにできるだけ柔軟に対応した。自分の生活に仕事が良い意味で中心になれるよう
なモチベーションを上げる材料になるよう研修の機会を増やしてほしい。

家庭が優先と言う事を前面に出している。有給も消化させている。

突然の休みなど、小さな子供のいるスタッフ等の急な休みに対応すること。

相談事を良く聞く。育児・家事を優先してもらう。

スタッフの希望をよくヒアリングし上司との調整を行なう

スタッフ間とのコミュニケーションを大切にしている。ストレスがフルにならないように心がけています。休
暇時改善できるところは行っていく。

業務改善すべく個々に積極的に話を心から聞く。

看護師を働かせすぎない。疲労をためない。何かあれば常に相談が受けれるような雰囲気を作る。

病気のとき(子供や家族）も速やかに休みをとらす。チーム制にすることで、一人で抱えないようになった。
不安の減少・オンコール制にしたことで休日がきちんととれる。

チーム制にし、休用で休むときには他のスタッフに変更できることでストレスの軽減につながっている。

公平に訪問に行かれるようにチーム制の導入。平日の決められた曜日に２時間学習の曜日をとっている。（訪
問をいれていない）→報告書や計画書を行う時間の確保→時間外を減らす目的

訪問件数を1日5件を超えると残業時間が多くなり仕事に負担を感じることになる。

1日の訪問人数を午前2件、午後2件と4件以上はつけない。報告書などの書類などでも勤務時間内で終了するよ
うにする。子育ての看護師が多いので、超過勤務をさせない。

法人内の医療施設の医師・看護師との連携により利用者の状況、病状について気軽になんでも相談できると
こ、そしてすぐに実践できること。

定年退職者への再雇用。

1日訪問看護体験後入職者あり。（平成１７年）

スタッフの生活や習熟度にあった業務を常に配慮しながら運営しています。スタッフの意見を尊重しつつも管
理者への仕事への情熱が大切だと思っています。

看護職員からのアンケートをとり不満に思っていることを把握し業務改善をしていった。

現場では自分たちの看護をまず頑張って行い、地域の人たちへみてもらう。HPの人にも理解してもらうことに
重きを置いている。

非常勤者が常勤として働けるようになった時期をみて声かけをする。常勤へ移行してもらった例が多い。

自分の元職場から友人を誘ってみました。信頼のおけるスタッフがきてくれると心強いです。

実際に勤務している人の紹介で職員を確保できた

現在の職員の確保は職員の口コミで採用したかたばかりです。職員紹介の看護職員は定着率がよい。

看護師募集に関しハローワークや広告で募集かけても人材確保になかなかいたらずこの１年は縁故での採用
(３名）が効果的である。魅力あるステーションであるとスタッフがおもわなければ叶わないが。

看護師の口コミ。以前働いていたステーションが場所移転で通勤が遠くなったために口コミで確保できた。

募
集
方
法
に

関
す
る
こ
と

そ
の
他

多
様
な
勤
務
形
態
に

関
す
る
こ
と

休
み
の
確
保
に

関
す
こ
と

相
談
体
制
に

関
す
る
こ
と

訪
問
件
数

に
関
す
る

こ
と

チ
ー

ム
制
に

関
す
る
こ
と

子
育
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支
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に
関
す
る
こ
と
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大
カテゴリー

中カテゴリー 小カテゴリー 記述内容

働きやすい（明るく活気有り何でも相談できる環境作り）

いつでもどこでも相談できる体制、本人が困ったといえる環
境。

訪問看護は独りで在宅に伺い一人で仕事をするので独立せずス
テーションの皆の患者であるという意識のもと共有し本当に
ざっくばらんにいつでも雑談でもいいのでいろいろな話し方が
できるようなステーションにする。

新しい知識や技術について学ぶ機会がありモチベーションが維
持できるような職場作りが大切

研修の充実（時間の確保、手当ての確保）外部研修に出て刺激
を受ける

OJTの充実【８】 OJT等により安心して訪問看護が提供できるような環境。

キャリアアップができる仕組みづくり【７】
専門職として自信を持って仕事が評価されるようなチャンスを
作っていく。（組織体制作り）

モデルとなる指導者を育成する【６】
指導者がいること、あるいは専門的に看護師の経験があるメン
バーが何人かいると質の向上になるためそのような看護師が必
要である。

スタッフ一人ひとりの個性を活かす業務分担
【４】

スタッフの生活や習熟度にあった業務を常に配慮する

得意分野の専門性を活かす【３】 得意分野の能力がいかせ、やりがいが感じられる。

やりがいが実感できる職場づくり【１０】
自己の成長とやりがいを実感すれば訪問Nsは必ず定着すると思
う

モチベーションの維持ができる【９】 意欲を持ち続けられるように、燃え尽きぬように

自分の思う看護が実践できる。

自分たちの行っている訪問看護が評価でき、次の看護にいかし
意欲が持てる。

頑張っていることスタッフに言葉に出して伝
える【３】

訪問看護における責任に大きく「やりがい」と「負担感」は表
裏一体、個々の看護師の看護の評価を言葉にして伝え教育研修
サポート体制がしっかりしていなければなりません。やりがい
があり安心して働き続けられる環境つくりができることそれに
管理者が

スタッフで共通のビジョンを持つ【１】
地域に認められる事業所になろうと言う共通の目標を持ってい
ること、そのモチベーションを維持させること。

カンファレンスの時間がもっととれ、仕事の悩み等も話し合え
る余裕が必要。

問題等をその日のうちに解決できるよう話し合いの場をなるべ
く作るよう気軽に話しかける体制作りに心がけています。

常に話し合いカンファレンスが充実していること。

現場の声をもっと吸い上げ意見交換をしながら自分たちの質の
向上に努めたい。

自分たちの行っている訪問看護が評価でき、次の看護にいかし
意欲が持てる。

スタッフのメンタルケアの充実【６】
看護師の身心の充実が良いケアにつながる。メンタルケアが大
切。

休憩室の確保【１】 休憩室など仕事と休息を分けられる場などが必要。

スタッフ間のコミュニケーションがしっかりとり仕事上の問題
点を話し合える。

常に家族が見つめる中でのサービス提供。緊張感を事務所に
帰った後十分に取り除いて上げられるコミュニケーションの時
間が必要。

個人が生き生きと働けるような環境作りを（雰囲気）作る努
力。失敗しても非難しないようにみんなでミスも勉強しなお
す。

仕事が忙しいのは、いくらでも対応できる。しかし人間関係が
悪いと仕事を続けたいと思わなくなるはず。協力しあう職場を
作り、皆が意見を言い合える。またそれを尊重することが大
切。

お互いに尊重できる職場づくり【９】 お互いに相手を認め話し合える体制

明るい職場づくり【３】 いつも笑顔がある。

安心して仕事が出来る職場づくり【５】 看護師が守られていると感じることができること。

スタッフ間で不公平感がない職場づくり
【１】

生活スタイルに合わせながら働けるシステムとしっかり働いて
いる人がメリットがある管理体制作りか。

何でも相談できる職場体制【２４】

研修受講できる体制づくり【２１】

訪
問
看
護
の
や
り
が
い
を
支
え
る
教
育
・
サ
ポ
ー
ト
体
制
づ
く
り
【
１
２
３
】

カンファレンスが出来る【６】

質の高いやりたい看護が実践できる【８】

訪問看護のや
りがいを支え
る【３１】

看護の質の向上を目指す【６】

訪問看護の質
の向上を目指
す【１２】

メンタルヘル
スケアの充実
【７】

教育サポート
体制の確立
【７３】

スタッフ間のコミュニケーションが豊かな職
場づくり【３７】

スタッフ間で協力し合える職場づくり
【２２】

働
き
や
す
い
職
場
風
土
づ
く
り
【
７
７
】

スタッフ間で
協力しあう職
場風土
【７１】

安心して働け
る職場風土
【６】

訪問看護師が働き続けられるためには、どのような職場づくりが必要か  

記述内容を最小限の意味ある内容にカード化し、KJ 法によりカテゴリー化した。  

【 】内はカードの数  
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大
カテゴリー

中カテゴリー 小カテゴリー 記述内容

一人で負担を抱えない体制づくり【１６】
肉体的にも精神的にも重労働で責任を伴っている。健康管理に
は十分注意し、重傷者になればなるほど常に誰かに相談でき問
題を一人で抱え込まないように配慮する。

ゆとりのある人員体制【１０】
看護師の人材確保によりゆとりのあるケアが提供できるように
時間等に余裕が持てる。

２４時間緊急対応の負担を軽減する【６】
24時間体制、オンコールは夜勤以上に緊張と翌日の勤務があり
ストレスがたまる。

オーバーワークにならないスケジュール管理
【５】

「訪問看護の仕事が好き」というNsは多いのですが、あまりに
責任が重く力仕事も多くオーバーワークの状態。

チームナーシングによる訪問看護の実現
【２】

希望休がとれるように完全受持ち制とせずにチームで動く（同
行訪問等をしている）

夜間の二人訪問体制【１】
２４時間３６５稼動するための体制づくり（夜間の二人体制、
緊急時の対応）

管理者の負担軽減【７】
管理者が訪問看護を兼務せざる得ないと時間外に管理業務とな
り残業代も出ず労働荷重となってしまう。

管理者の情熱【４】
スタッフの意見を尊重しつつも管理者の仕事への情熱が大切だ
と思う。

管理者自身の資質の向上【２】
管理者の看護レベルの高さももちろんのこと人間性が問われる
と思う。自分のポリシーがなければ勤まらず、スタッフの教育
と人間の把握ができること。

記録のIT化等省けるところは省き利用者に寄り添える時間を少
しでも増やすことができるようにまずはしたい。負担を減らす
こと。

書類の簡素化。日々の記録、計画書、報告書、担当者会議への
出席など多忙すぎる

訪問のみではなく付随業務を行う時間が十分に確保されてい
る。

現在、早朝から０時すぎまで働かないと訪問＋事務的なことが
終わらない状況。その改善がまず必要。

コールセンター構想が必要【１】 コールセンター（地域に於ける）構想。

急な休みにも対応できる人員確保【２１】
休みたい時に休める職場、家族が具合悪い時に休んでもフォ
ロー出来る体制

休暇が取れる【１３】 休みが取れる。

リフレッシュ休暇の導入【３】 リフレッシュ休暇制度の導入、

子育てしながら働きやすい職場づくり【８】

子育てが出来る環境。保育園や学童保育ができる施設の併設が
ベストだが、近所の保育園には入れるよう優先制度があるとよ
い。冬休み、夏休みにも対応できるシフト組みと職場の雰囲気
づくり。

保育設備の検討【２】
保育設備があれば、長期産休中のパートが二人が戻ってこれ
る。

親の介護について理解しあう職場風土づくり
【３】

親の介護について理解と協力

プライベートと仕事のバランスが保てる
【６】

看護師一人ひとりの生活も充実しなければ、仕事に対しても充
実したケアにならないと思う。

多様な勤務形態の導入【５】
個々のスタッフにあったライフスタイルへ対応する勤務時間の
配慮。

満足できる給料。

定期的な昇給ができる経営。

負担に見合う給与、諸手当の改善【３】
訪問だけではなく他の業務（帳表類などの検討をする。マニュ
アルを作る。）が給料に評価されること。

労働条件の改善【２】 労働条件の改善、

キャリアに応じた給与、諸手当の改善【１】
能力があり経験年数も長い看護師にはみあった給与が必要であ
りそれを保障できる収入。

大規模経営への切り替え
小規模運営では常に不安定であり常に常勤換算５．０以上の中
～大規模運営に切り替えていけたら安定すると思われる。

利用者変動に影響されない経営管理
利用者の変動（ターミナルが多いと特に）入院・入所・死亡な
どがあると途端に収入に影響がでてしまうためにベースとなる
補助金の制度があれば安定して不安なく働き続けられる。

看護師1人3件/1日の訪問でも利益のあげられる報酬にしてほし
い。

安定した運営（黒字による）を支える診療報酬の改定。（現状
では看護師不足で２４時間体制がとれていないが常に連絡体制
がとれるようにしたりターミナルケアを実施したりしているが
診療報酬の請求ができない現状で矛盾を感じる）

医療機関との連携を充実【３】 医師との顔が見えるおつきあい

法人との連携【１】 スタッフの意見はなるべく法人へも伝えている

職場だけでは無理【１】
職場だけでは無理。もっと周囲（行政等）が力を入れてほし
い。

女性が働くことへの理解が必要【１】 女性が働くことを理解することが必要。働きやすい環境。

看護基礎教育の充実【１】
まず教育の現場が看護の専門性の意識を持つ学生を教育をして
ほしい。

安定した経営を可能にする診療報酬の改定
【３】

安定した経営
を可能にする
診療報酬の改
定【３】

看護記録のIT化・簡素化【４】

周辺業務の整理、改善【３】

訪問看護の周
辺業務の業務
改善【７】

給与・諸手当の改善【１３】

給与・諸手当
の改善【１
９】

その他【３】

地
域
、
他
機
関
と
の

連
携
【
７
】

ワークライフバラ
ンスが取れる職場
体制づくり【１
１】

休暇が取れる
体制づくり
【３７】

ワ
ー
ク
ワ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
が
取
れ
る
職
場
体

制
づ
く
り
【
６
１
】

子育て・介護
支援【１３】

地域医療機関や母
体法人との連携の
充実【４】

給
与
等
の
改
善
と
経
営
管
理
に
関
す
る
工
夫

【
２
６
】

安定した経営
管理に向けた
工夫と検討
【４】

ス
タ
ッ
フ
・
管
理
者
の
負
担
を
軽
減
す
る
体
制
づ
く
り
【
６
０
】

スタッフの負
担を軽減でき
る体制づくり
【４０】

管理者が生き
生きと働ける
職場づくり
【１３】
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行政に期待すること  

 

記述内容を最小限の意味ある内容にカード化し、KJ 法によりカテゴリー化した。  

【 】内はカードの数  

 

記述内容
医療保険・介護保険の改正に左右される人員配置（報酬によって）になって
しまうため双方連動した上で報酬改正してほしい。
介護報酬を高くしていただくとスタッフの給料につながり余裕が持てる。医
療を主としている病院での勤務の方が報酬が高い。
病院Nsは夜勤等で給与面でもいいが訪問看護は責任や独りでの仕事の割に給
与が安い。

訪問看護ステーションの設置基準の緩和【８】 ２．５の規定を引き上げる、または引き下げる。

介護保険で訪問看護を行う方に退院前調整で時間を取られても何も評価ない
など、仕事が報酬につながらないことが多々ある。

記録物の煩雑さの改善、介護保険と医療保険の両方に関わることへの業務の
煩雑さをぜひ改善して欲しい。病状変化によって介護になったり、医療に
なったりして本来の看護業務以外の書類の手続きに時間が取られる。

報酬的に移動時間、ガソリン代駐車代等が、捻出できないのが現状。

駐車場の確保に苦戦している現状の改善。スタッフのストレスの一つ。コイ
ンパーキング代もばかにならない。コインパーキングから重いかばんを持ち
利用者宅まで徒歩するのもきつい。

訪問看護に２４時間といいながら医師の指示で夜間移動することや車移動す
ることが多いにも関わらず駐車禁止の対応は厳しい。訪問看護の２４時間看
護の安全性、利益制を向上させない限り在宅はありえない。

サテライト事業を認める【２】 サテライト事業所を認める。

報酬改定を分かりやすく【２】 単価報酬の見直しを分かりやすくして欲しい。

行政関連の事務作業の簡便化【１】 行政関連の書類を最小にしてほしい。

時間外の対応等緊急体制などが地域的に対応していかれるようなネットワー
ク体制作り。

区や市単位での夜間の緊急コールに対応できる制度を

長時間訪問看護を小児も対象にして欲しい【２】 長時間の訪問看護モデル事業に対して小児も対象にしてほしい。

訪問看護のPR【３５】 訪問看護師のイメージアップ。

訪問看護の社会的評価【７】 業務内容の充実化が図れ社会的にも重要ポジションと扱ってほしい。

県民に対する介護保険等の仕組みのPR【２】
入院した時からトータルでサービスが受けられるよう行政単位でPRを行なっ
てもらいたい。介護保険などの仕組みが分からない利用者が多すぎる。

介護予防の訪問の必要性、実情をもっとわかってほし
い。【２】

介護予防の訪問の必要性、実情をもっとわかってほしい。

身近な地域で訪問看護師を育てていくプログラムがあると良い。

研修参加時の報酬・補助。

研修補助の充実によるスキルアップを図れる体制。

継続した研修の実施：ケアマネは研修の義務化がありますが訪問看護師は設
置主体で異なり養成講習会を受講することもできない看護師が沢山いる。

人数の少ない職場で1箇所だけでは調整しにくい、研修への支援体制。

訪問看護の養成講座を２段階にわけ（期間が長いので）研修に出しやすいよ
うにする。

・新設ステーションのサポート体制（コンサルテーション的機能で６ヶ月か
ら１年間継続した指導）

経営のアドバイスが受けられる体制作り

新人のスタッフ採用時に一定期間指導できるスタッフの派遣（無料または公
的費用）でしてもらえたらと思う。スタッフがギリギリの小規模ステーショ
ンでは未経験者に同行、指導する余裕がないのが現状。

管理者への支援【１】
管理者も訪問しているが管理業務とあわせると常にオーバーワークの状態で
ある。管理業務の確保をしたいが経営的に成り立たない現状はどこのステー
ションも同様だと思う。

ケアマネジャーの教育【４】
ケアマネジャーの判断が優先になっている介護保険制度を変更してほしい。
指示書が届いてもプラン無しでは実施できないなど。訪問看護師の立場が弱
いことも離れていく原因の一つではないか。

教
育
・
研
修
体
制
の
確
立
【
３
３
】

研修実施・研修支援の体制【２５】

制
度
の
改
善
【
７
２
】

広域ネットワークの確立【３】

報酬制度で評価されない業務に着目して欲しい【５】

駐車許可の規制緩和【２】

業務内容にみあった報酬制度の改善【４７】

カテゴリー

経営アドバイス、教育等のコンサルテーションシステ
ム【３】

訪
問
看
護
の
P
R

を
推
進
【
４
６
】
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記述内容

現在は子供をもって仕事をするのがまだまだ困難な状況。行政がもっと後押
しして民間レベルでの保育園・病時の保育体制を整備してくれることで訪問
看護師だけでなく看護師全体のワークライフバランスに貢献できるし病院・
在宅・施設など職域が拡大できるのではないか。

夫の育休がとれる職場の体制の確立を。子供が病気の時も仕事を理解しても
らい家族で看病できる。

潜在看護職員の復職支援【１２】
訪問看護師の確保について：潜在看護師の把握が地域ごとにできるようにま
た教育も身近なところでできるような体制をつくっていただきたい。（ナー
スセンターが近くにない等の問題から行政で再検討して欲しい)

人材の確保制度、

人材が応募するのに、インターネットで調べたり、地域の情報（募集状況）
が検索でき、申込できるようにする。
訪問看護求職フェアのような事業所と求職者を結びつけるような催しの開催
を希望する。

訪問看護師人材確保のためのPRについてバックアップしていただきたい。

病院勤務看護師の訪問看護体験【３】
病院看護師が訪問看護を理解するため、今以上に研修や体験を行なって欲し
い。

病院勤務看護職員とのローテーション制度【２】
看護の人材が適切に配置されるよりリーダーシップをとって欲しい。（病院
と在宅とのローテーション、交流など）

助成制度等の設置。

補助金の制度を考えてもらいたい。

学生実習補助金額の増額

IT化のための補助。

今、ステーションも２４時間体制をとるようになってきているが、今でさえ
人員不足で、これまで昼のみの仕事として選んできた看護師が２４時間なら
と他の職場に行くことも考えられる。
24時間を希望するなら、それをサポートする他の職種のコストアップの支援
グループの確保をしてください。

２４時間オンコール体制の確保。夜間の呼び出しはきつい。

現在緊急加算届のSTは、昼訪問、夜寝ながら携帯を持っている。近年重症
化、ターミナルが多く、また退院時数日で終了など新規～終了期間の短縮が
目立ち大変。経営的にも大変。緊急加算届STへの支援、補助金など期待した
い。（携帯手当てのUPも困難なため）
24時間体制を取っていたりするとストレスも多く、小さな組織だけにつぶし
やすい部分でもある為、労働条件を均等に、隔たりがないように指定いただ
けるよよい。

採用条件に落差がみられる、採用条件のラインを各組織に指定のとき、ガイ
ドラインがあると落差がなくなるのではないか。

医師への指示書に関連した連携指導【４】
医師を通さないと何もできない。医師の指示書が十分でない。ステーション
側だけがそれについて責任を負うことが多い。医師側への指導をして欲し
い。

事業所への労働条件改善の指導【１】
看護師の雇用の条件がしっかりとしたものであれば４、5年毎にSTを変わるこ
とはないと思う。退職していくにはやはり条件の悪さがあると思うので事業
所への指導をお願いしたい。

相談窓口の設置【６】 「何でも相談」のような気軽に相談できるような部署が身近にあると良い。

行政との連携強化【２】 研修や地域の区役所との方たちとも交流を持てる場があると良い。

区内管理者会議の実施【１】
区内のステーション月1回管理者連絡協議会定例会実施し、情報の共有と研修
を実施している。

セクハラ・暴力への対応【２】

訪問先での安全の確保（男性1人暮らし、セクハラ、言葉の暴力）問題ケース
があった場合や重介護の場合は２人対応のケアがもっとできる制度に変更し
てほしい。いつも危険を感じながらも支援の必要性も高く事業所としては対
応に悩む。

看護師養成校の増加【３】 看護師養成校の増加

公立ステーションを増やす【１】 官公庁立の訪問看護ステーションを増やす。

管理者の資質を高める【１】 管理者学歴を高い位置に。

アンケートが手間【１】
このようなアンケートに答える為に膨大な時間がかかります。毎年市町村に
提出しているのでそこから数字をアンケートを作る側に把握しておいて下さ
ると助かります。

子
育
て
支
援

【
１
４
】

事業所間の格差解消【５】

復
職
支
援
等
、
看
護
職
員
確
保
対
策

の
強
化
【
２
９
】

カテゴリー

連
携
・
相
談

窓
口
の
設
置

【
９
】

そ
の
他
【
８
】

２４時間体制を可能にするサポート【７】

保育施設等、子育て支援【１４】

訪問看護師確保対策の強化【１２】

助成金の補助【７】

管
理
運
営
の
サ
ポ
ー
ト
【
２
４
】
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まとめ 

 

１． 看護職員就業者状況  

平成２０年度看護職員従事者数は、１，３５２名であり、平成１８年度～平成２０

年度の看護職員従事者数は微増ではあるが増加している。  

しかしながら、２年毎に実施される業務従事者届１）においては、訪問看護ステーシ

ョンの従事者数は平成１６年１，８０５名、平成１８年１，３４２名と年々減少して

おり、今回の調査結果だけで微増しているとはいえない。  

１つの訪問看護ステーションにおける看護職員従事者状況をみると、常勤換算で平

均４ .８名、３名未満で運営されている訪問看護ステーションが１３ .０％、「３～６未

満」で運営している訪問看護ステーションが６６ .０％であり、看護職員２ .５名という

設置基準ぎりぎりで日々の訪問看護を実践している訪問看護ステーションが１３ .

０％あった。  

また、常勤看護職員の配置が１名のみの事業所が、訪問看護ステーション総数の８ .

０％を占め、管理者１名だけが常勤で、その他を非常勤で繋いで運営するという厳し

い現状が伺える。  

さらに、本年度は全国の訪問看護ステーションの設置数が平成４年の訪問看護制度

発足以来、初の減少２）となり、本県の訪問看護ステーション設置数においても同様の

状況にあり、訪問看護ステーションの経営および看護職員確保の困難さを示している。 

 

２． 看護職員離職状況  

   平成１８年度、平成１９年度の過去２年間の看護職員離職率は、平成１９年度は２

１ .０％、平成１８年度は１８ .９％であり、２ .１％離職率が上昇している。  

雇用形態別に比較すると、平成１９年度常勤離職率は１６ .２％、非常勤離職率は２

６ .０％であった。  

日本看護協会による「２００７年病院看護実態調査」３）では、病院に勤務する常勤

看護職員の離職率は１２ .４％であり、今回の調査結果と比較し、訪問看護ステーショ

ンの離職率が病院の離職率より、３ .８％高い結果となった。  

各訪問看護ステーションの離職率を比較すると、退職者が１名もいなかった訪問看

護ステーションが全体の２８ .０％（５６ヶ所）を占め、その他は１％～７０％以上の

離職率まで、ばらつきがあった。  

離職要因をまず看護職員ひとり当たりの一日平均訪問看護件数で比較すると、一日

平均訪問看護件数が６回以上の事業所の８０％で離職者があったが、一日平均訪問看

護件数が３～４回未満であっても、６８ .９％の事業所で離職者があり、一日平均訪問

看護件数だけでは離職理由の要因にはなりにくいと考える。  

さらに、平成１９年度の退職状況を「退職者なし」「退職者あり」の２つの群にわけ、

訪問看護ステーションの開設年数別、訪問看護体制別に比較したところ違いはなかっ

た。  

しかし、自施設に対する考えについて管理者に３６項目について主観的評価を求め、

「退職者なし」「退職者あり」群で比較したところ、設問「ケアの質に関する看護の基

盤 ―全ての患者に対して看護ケア計画が記載され、常に見直されている」に有意差

があり、実践している訪問看護の質そのものが離職要因となっていることが示唆され

た。  
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３． 平成１９年度１年間の退職者個別状況  

   平成１９年度１年間に２７５名の退職者があったと回答があり、その退職理由につ

いて管理者が把握している範囲で回答を求めたところ、退職理由の上位は「健康上の

問題」「一身上の都合」「妊娠・出産」であった。  

   また、退職後の就労状況は、１４ .５％が「病院に就職」であり、２０ .７％が「仕

事をしない」であった。  

   潜在看護職員を対象にした退職理由の調査結果４ ）では、退職理由の上位は「出産・

育児」「他分野への興味」「看護内容への不満」であり、今回の訪問看護ステーション

退職者を対象とした調査では「健康上の問題」が最多の理由であったことが特徴であ

り、運転による移動、一人で訪問する等の就労環境が影響しているものと考える。  

 

 

４． 看護職員採用状況  

  看護職員採用者状況については、４月１日付け採用者よりも中途採用者が多くを占める。 

平成１８年度に退職者があった施設１１０施設のうち、平成１９年４月１日付け採用者

も中途採用者も０名で、全く採用が出来なかった施設が、２２ .７％（２５施設）あった。  

看護職員の充足状況については、訪問看護ステーション総数の６４ .５％が「不足して

いる」と回答しており、募集しても求職者がなく、退職した後の補充が出来ず看護職員

が不足する状況が起こっている。  

   

 

５． 訪問看護師の確保・定着に関する課題と今後の体制整備に向けたニーズ（Ｐ４４参照） 

訪問看護師の確保に関する課題の上位は、『募集しても応募がないことへの対策』『訪

問看護の PR が不足』『訪問看護において必要としている人材不足』であった。  

また、定着に関する課題の上位は、『労働条件にみあった雇用条件の改善』『訪問看護

を実践する上でのスタッフの負担感』『教育研修体制の確立』『慢性的な忙しさからくる

疲労感・ストレス・腰痛』であった。  

これらの確保・定着の課題解決のために管理者は、「訪問看護師のやりがいを支える」

ことを中心に訪問看護師が働き続けられる職場づくりが必要と考え、『訪問看護師のやり

がいを支える教育・サポート体制づくり』『働きやすい職場風土づくり』『スタッフ・管

理者の負担を軽減する体制づくり』『ワークライフバランスが取れる職場体制づくり』『給

与等の改善と経営管理に関する工夫』『地域・他機関との連携』が必要と考えている。  

上記の回答および退職・採用状況から考えると、訪問看護ステーションにおいては、

離職率が高い上に、退職後の人員を募集しても応募がなく人材確保が出来ない状況にあ

るといえる。この状況を踏まえ今後の確保・定着については、新規採用者の確保にむけ

た「募集しても応募がないことへの対策」が求められる一方、「現在就労している訪問看

護師が辞めないで働き続けられる職場づくり」が求められる。この２つを中心に確保・

定着にむけた体制整備について考察する。  
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１） 募集しても応募がないことへの対策について  

多くは、多額の費用をかけて広告を出しても反応さえないという回答を寄せ、看護

職員の確保には「職員や管理者の口コミ」に頼らざるを得ない状況になっている。  

この「募集しても応募がない」という状況の要因の１つとして、『訪問看護の PR が

必要』をあげ、具体的には「訪問看護にマイナスイメージがある」「看護職に訪問看護

が知られてない」   「訪問看護の PR が不足している」の３つのカテゴリーが抽出

された。「訪問看護にマイナスイメージがある」については、「訪問看護は大変という

イメージがある」「安定した職場のイメージがない」等が挙げられ、働き続けられる魅

力ある職場づくりと共に、訪問看護の魅力を他の看護職員に PR していく方策が必要

とされる。  

２） 訪問看護師が辞めないで働き続けられる職場づくりについて  

管理者は、「訪問看護のやりがいを支える」ことが確保・定着には必要と考えてお

り、「訪問看護のやりがいを支える教育・サポート体制づくり」「働きやすい職場風

土づくり」「スタッフ・管理者の負担を軽減する体制づくり」等が求められていると

考えている。  

 

（１）教育体制づくりについて  

管理者は、「訪問看護のやりがいが実感できること」や「モチベーションの維持」

を重視し、「研修受講できる体制づくり」「モデルとなる指導者を育成する」ことに

より、質の高いやりたい看護が実践できることにつながる「訪問看護のやりがいに

つながる教育・サポート体制」が必要と考えている。行政に期待することにおいて

も「教育・研修体制の確立」を期待しており、小規模運営という背景から、研修受

講が困難であったり、教育プログラムを確立していない現状があることから、研修

受講しやすい体制支援や訪問看護ステーションにおける標準的な教育プログラムや

キャリア開発プログラムの確立が今後求められると考える。  

 

（２）職場風土づくりについて 

 管理者の多くが、「スタッフ間で協力しあう職場風土」が必要と考えている。今回

の調査では、２８ .０％の訪問看護ステーションが過去１年間に退職者がいなかった。

退職者の有無に訪問看護体制・一日平均訪問看護件数は影響なく、自施設に対する

管理者の考えの設問「ケアの質に関する看護の基盤  ―全ての患者に対して看護ケ

ア計画が記載され、常に見直されている」に有意差があり、実践している訪問看護

の質そのものが離職要因となっていることが示唆されており、質の高い訪問看護を

実践できる職場風土こそ必要とされていると考える。  

 

（３）負担を軽減する体制づくりについて  

   訪問看護を実践する上でのスタッフの負担感については、「一人訪問の負担感」「緊

急対応に対する負担感」「移動（車等）にかかるリスクが大きい」等、訪問看護その

ものに対する負担感よりも、実践する上での関連業務に関する負担感が大きい。管

理者も負担感の軽減については、「一人で負担を抱えない体制づくり」「訪問看護の

周辺業務の業務改善」および「管理者の負担軽減」が必要と考えている。  

   訪問看護の周辺業務の業務改善については、「看護記録の IT 化・簡素化」を挙げ

ており、訪問看護師が働き続けられる職場づくりのためには、まずは訪問看護に係

る周辺業務を整理し、質の高い訪問看護実践にその能力を集中できる環境整備が求
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められる。  

    加えて、「休みが取れる体制づくり」にむけて必要な人員配置が可能となるよう看

護職員の確保が重要となる。  

 

 

６． 今後の求められる方策  

管理者が考える訪問看護師のやりがいを支える職場づくりを支えるものとして、「訪

問看護のＰＲ」「教育・研修体制の確立」「子育て支援・復職支援等、看護職員確保対

策の強化」「管理運営のサポート」「連絡・相談窓口の設置」「制度の改善」に期待を寄

せている。  

特に、訪問看護にマイナスイメージがある、看護職に訪問看護が知られていない等、

訪問看護を目指す人材確保、新規利用者の開拓にむけ、訪問看護の魅力を伝える「訪

問看護のＰＲ」が重要となる。  

加えて、質の高い訪問看護を実践できる職場風土こそ求められ、働く看護職員は質

の高い自分のやりたい看護実践が出来る環境を求めている。そのためには、教育・研

修体制の確立とともに、訪問看護に係る周辺業務の整理とともに訪問看護を担う人材

確保が重要となる。  

 

 

７． 調査の限界  

   今回の調査は、自作の質問用紙による調査のため各訪問看護ステーションが抱える

課題等のおおよその把握であること、さらに６３ .５％の回収率であることから結果の

一般化には限界がある。  

今後はさらに看護職員の退職率が低く、定着している訪問看護ステーションの現状

を調査し、訪問看護ステーションにおける看護職員確保に活用していくことが必要で

ある。  
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３）日本看護協会：２００７年病院看護実態調査 . 

４）中央ナースセンター事業部：潜在看護職員の就業に関する報告書，平成２０年３月 . 
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                             地保第９８６号 

平成２０年１２月４日 

 

訪問看護ステーション 

管 理 者 各 位 

 

神奈川県保健福祉部地域保健福祉課長 

                          ＜ 公 印 省 略 ＞ 

 

訪問看護ステーションにおける人材確保・定着に関する実態調査の実施について（依頼） 

 

時下ますます御清栄のこととお喜び申し上げます。 

本県の保健福祉行政の推進につきましては、日ごろ格別の御協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、昨今の医療制度改革では、「在宅医療の推進」による切れ目のない医療提供体制の構築が求

められており、訪問看護の推進は大きな課題の一つとなっています。 

こうした中、本県では、訪問看護サービスの質の向上・充実を目指して、訪問看護推進協議会を

設置し、平成 17 年度から在宅医療（訪問看護）推進支援事業に取り組んでいるところです。 

今後超高齢社会を迎える中、訪問看護への期待は高まっておりますが、全国的な看護職員不足の

中、訪問看護に携わる人材の確保は厳しい現状にあり、訪問看護の推進に向けては、人材の確保・

定着が重要な課題であると考えております。 

そこで、このたび、訪問看護ステーションにおける人材確保・定着に関する実態を把握し、今後

の訪問看護の推進に向けた人材確保・定着に関する課題を明確にすることを目的として、実態調査

を実施することといたしました。 

ついては、お忙しいところ誠に申し訳ありませんが、今後の訪問看護ステーションにおける看護

職員確保対策の貴重な基礎資料という本調査の趣旨を御理解いただき、御協力いただきますようお

願い申し上げます。 

 

 

１ 調 査 名  訪問看護ステーションにおける人材確保・定着に関する実態調査 

２ 調査対象  県内３１７ヶ所の訪問看護ステーション管理者の方        

３ 調査方法  別紙調査用紙に記入の上、同封の返信用封筒で返送してください。 

４ 回収期日  平成２０年１２月２６日（金）まで 

５ そ の 他  調査に当たっては、次の事項を遵守します。なお、調査結果は各訪問看護ステー

ションにお知らせするとともに、学会及び紙上等で発表させていただく予定です。 

(１) 回答いただいた内容は、他の目的には使用しません。 

(２) 調査結果は、施設や個人が特定できないように統計的に処理し、個人情報

等が流失しないよう細心の注意を払います。 

 

＊ 不明な点や御質問がありましたら、下記まで御連絡ください。 

 

問い合わせ先 

看護指導班  

電話（045）210－1111 内線 4760  

ﾌｧｸｼﾐﾘ（045）210－8857 

資料１ 
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訪問看護ステーションにおける人材確保・定着に関する実態調査 

 

 

 

 

 

大変恐縮ですが、平成２０年１２月２６日（金）までに御返送ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪問看護ステーション管理者の皆様へ 

 この調査票は、訪問看護ステーションの管理者の皆様を対象とし、人材

確保や定着に関する実態をお聞きするものです。 

皆様のご回答が今後の看護職員確保対策の貴重な基礎資料となります。お

忙しいところ、申し訳ありませんが、調査の趣旨をご理解いただき、ぜひ

ご協力くださいますようお願いします。 

 

 

資料２ 
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問１．貴訪問看護ステーションの概要についてお伺いします。 

１．設置主体 

 ①地方公共団体   ②公的・社会保険関係団体  ③医療法人  ④社会福祉法人 

⑤医師会      ⑥看護協会         ⑦社団・財団法人 

⑧協同組合     ⑨営利法人         ⑩NPO   

⑪その他（    ） 

 

２．同一法人で併設している施設（複数回答可） 

    ①病院    ②診療所   ③指定居宅介護支援事業所 ④介護老人福祉施設    

⑤介護老人保健施設     ⑥介護療養型医療施設   ⑦ヘルパーステーション   

    ⑧その他 

 

３．貴訪問看護ステーションが設置されている地域について該当する番号に○印をつけて下さい。 

① 横浜北部 （鶴見区・神奈川区・港北区・緑区・青葉区・都筑区） 

② 横浜西部 （西区・保土ヶ谷区・旭区・戸塚区・泉区・瀬谷区） 

③ 横浜南部 （中区・南区・港南区・磯子区・金沢区・栄区） 

④ 川崎北部 （高津区・宮前区・多摩区・麻生区）     

⑤ 川崎南部 （川崎区・幸区・中原区） 

⑥ 横須賀・三浦（横須賀市・鎌倉市・逗子市・三浦市・葉山町） 

⑦ 湘南東部 （藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町）   

⑧ 湘南西部 （平塚市・秦野市・伊勢原市・大磯町・二宮町） 

⑨ 県央   （厚木市・大和市・海老名市・座間市・綾瀬市・愛川町・清川村） 

⑩ 県北   （相模原市） 

⑪ 県西   （小田原市・南足柄市・中井町・大井町・松田町・山北町・開成町・箱根町・真鶴町・湯河原町） 

 

  ４．開設してからの年数 

① １年未満 

② １年～３年未満 

③ ３年～５年未満 

④ ５年以上 

 

５．訪問看護ステーション体制について 

１）２４時間連絡体制加算の届出 ①あり   ②なし 

    ２）２４時間対応加算の届出   ①あり   ②なし 

    ３）訪問看護体制について    ①受持ち制 ②チーム制 ③受持ち制とチーム制を併用 

   

６．看護学生の実習受入れ状況 

    ① 受け入れている       ②受け入れていない 

 

問２ 利用者の状況（平成２０年４月～１０月の平均実績でご記入ください） 

１． １ヶ月あたりの平均利用者実人数 （      ）名 

２． １ヶ月あたりの平均訪問件数   （      ）件 

３．常勤換算看護職員従事者一人当たりの1ヶ月の訪問看護件数（      ）件 

４．看護職員従事者一人当たりの１日の訪問看護件数  （         ）件 

 

 

問３ 過去２年間の事業所の収支状況 当てはまる番号に○印をつけてください 

   平成１９年度     ① 黒字 ②収支均衡 ③赤字 ④把握していない ⑤未開設 

   平成２０年度（予想） ① 黒字 ②収支均衡 ③赤字 ④把握していない  
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問４ 過去２年間の職員就業状況  

  

１．各年度ごとの４月１日現在の職員数 該当項目に当てはまる数字をご記入ください 

年度 平成１８年４月１日現在の職員数 平成１９年４月１日現在の職員数 

職種 保健師 助産師 看護師 准看護師 
理学 

療法士 

作業 

療法士 
事務職 保健師 助産師 看護師 准看護師 

理学療法

士 

作業療法

士 
事務職 

常勤                 

非常勤（実人数）               

非常勤（常勤換算数）               

 

 

２． １年間に退職した職員数  実人数をご記入ください 

 

 

平成１８年度退職者数 

（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

平成１９年度退職者数 

（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 

職種 保健師 助産師 看護師 准看護師 保健師 助産師 看護師 准看護師 

常勤           

非常勤         

 

 

３．１年間に採用した職員数 実人数をご記入ください。 

１）各年度 ４月１日付け採用者数 

 

 
平成１８年４月１日付け 採用者数 平成１９年４月１日付け採用者数 

職種 保健師 助産師 看護師 准看護師 保健師 助産師 看護師 准看護師 

常勤           

非常勤         

  

 

２）各年度中途採用者数（当該年４月２日～翌年３月３１日までの採用者数） 

 

 
平成１８年度 中途採用者数 平成１９年度 中途採用者数 

職種 保健師 助産師 看護師 准看護師 保健師 助産師 看護師 准看護師 

常勤           

非常勤         
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問５ 平成１９年度１年間に退職した看護職員（同一法人の施設への異動も含む）の背景 

該当項目に○印もしくは必要内容をご記入ください。 

退職理由については、管理者の方が把握している範囲および管理者の主観でご記入ください。

また、退職後の就労状況については管理者の方が把握している範囲で、次の該当番号のうち１つ

を選択して、数字をご記入ください。 

【退職後の就労状況】 

①病院に就職       ②他の訪問看護ステーションに就職  ③福祉施設に就職 

④同一法人の訪問看護ステーションへ異動  

⑤同一法人の訪問看護ステーション以外の施設へ異動 

⑥看護職以外の仕事をする ⑦仕事をしない ⑧わからない ⑨その他（理由をご記入ください） 

 

雇用体制
年代

例：３０代
勤続年数

既婚・未婚
の状況

１２歳以下
の子どもの

有無
退職理由

退職後の
就労状況

退職者１ 常勤・非常勤 既婚・未婚 有・無

退職者２ 常勤・非常勤 既婚・未婚 有・無

退職者３ 常勤・非常勤 既婚・未婚 有・無

退職者４ 常勤・非常勤 既婚・未婚 有・無

退職者５ 常勤・非常勤 既婚・未婚 有・無

退職者６ 常勤・非常勤 既婚・未婚 有・無

退職者７ 常勤・非常勤 既婚・未婚 有・無

退職者８ 常勤・非常勤 既婚・未婚 有・無

 

 

 

問６ 平成２０年度 看護職員の就業状況 

１． 平成２０年４月１日現在の職員就業者数 

職種 保健師 助産師 看護師 准看護師 

常勤       

非常勤     

常勤換算数     

    

２．看護職員状況 

     

職種 平均臨床経験年数 平均訪問看護経験年数 平均継続勤務年数 

常勤 年 年 年 

非常勤 年 年 年 
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問い合わせ件
数

採用に至った
人数

①ホームページ

②派遣会社

③タウン誌

④新聞折込広告

⑤ナースセンター

⑥ハローワーク

⑦職員の口コミ

⑧管理者の交友関係における口コミ

⑨その他（　　　　　　　　　　　　　　）

看護職員確保に効果あり
看護職員確保に効果なし募集方法

問７ 訪問看護師の採用状況について 

１．募集方法およびその効果  

実施している募集方法全ての番号に○印を付けてください。またその方法による職員確保の

効果の有無について、効果ありの場合は平成２０年４月から１０月までの実績数を、効果なし

の場合は○印を該当する項目欄にご記入ください。 

    

 

２．採用にあたって、管理者が望ましいと考える臨床経験年数   
※①を選択した場合、管理者の方が望ましいと考える経験年数をご記入ください。 

   ① 臨床経験（    ）年以上が望ましい 

   ② 臨床経験は必要ない 

 

３．採用決定にあたって、管理者として一番大切にしている事柄をご記入ください。 

 

 

 

 

 

問８ 看護職員確保・定着状況について 

  １．貴訪問看護ステーションでの看護職員の充足状況を伺います。 

      ①充足している  ②不足している ⇒不足数 （    ）名 

                  

 

２． 貴訪問看護ステーションでは、看護職員の確保・定着に課題を感じていますか 

確保、定着について、それぞれに分けてご回答ください。 

確保について課題を感じている ⇒ ① はい  ②いいえ 

定着について課題を感じている ⇒ ① はい  ②いいえ 

 

  （確保について） 

     「①はい」と回答した方に、伺います。どのような課題を感じていますか。 

 

 

 

  （定着について） 

     「①はい」と回答した方に、伺います。どのような課題を感じていますか。 
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項目
積極的に取り
組んでいる

少し取り組ん
でいる

取り組んで
いない

取り組んでいる場合
その効果

訪問看護業務の改善 効果あり・効果なし

研修体制の確立 効果あり・効果なし

研修体制の充実 効果あり・効果なし

新規採用者に対する研修体制の充実 効果あり・効果なし

定年退職者の再雇用 効果あり・効果なし

採用年齢制限の引き上げ・撤廃 効果あり・効果なし

定年の引き上げ・廃止 効果あり・効果なし

給与・諸手当の改善 効果あり・効果なし

福利厚生・休暇等、給与以外の労働条件
の改善

効果あり・効果なし

メンタルヘルス相談体制の充実 効果あり・効果なし

学生実習の受入れ 効果あり・効果なし

一日訪問看護体験（学生対象） 効果あり・効果なし

一日訪問看護体験（看護職対象） 効果あり・効果なし

その他（　　　　　　　　　　） 効果あり・効果なし

問９ 訪問看護師の確保・定着対策について 当てはまる項目に○印を記入してください。 

 

 １．各項目の実施状況について当てはまる項目に○印を記入してください。 

   また、各項目について「積極的に取り組んでいる」「少し取り組んでいる」と回答した方は、

実施した効果についても、当てはまる項目に○印を付けてください。 

 

２．貴訪問看護ステーションで、看護職員の確保・定着で工夫していることや成功した実践例が

ありましたらご記入ください 

 

 

 

 

 

問１０ 訪問看護師の確保・定着について、今後、どのような体制整備が必要と考えますか。必要

と思われる項目の上位３つを選択し、該当する番号に○印を付けてください。 
                 

① 訪問看護業務の改善 具体的な内容をご記入ください： 

 

② 給与・諸手等の改善  

③ 給与・諸手等以外の労働条件の改善 

④ 研修体制の充実       

⑤ 新卒新採用看護職員の採用研修体制の確立 

⑥ 定年退職者の再雇用 

⑦ 子育て支援 

⑧ 親等の介護支援 

⑨ 職員のメンタルヘルス 

⑩ 病院勤務看護職員と訪問看護ステーション勤務看護職員の人材交流 

⑪ 看護学生の実習受入れ 

⑫ 一日訪問看護体験の実施（看護職員対象） 

⑬ ホームページの充実 

⑭ その他     
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現在勤務している訪問看護ステーション
における管理者経験年数

過去全ての管理者経験年数

①１年未満 ①１年未満

②１～３年 ②１～３年

③４～６年 ③４～６年

④７～９年 ④７～９年

⑤１０年以上 ⑤１０年以上

項目

仕事が上手くいったときには賞賛や承認をスタッフが得られるようにしている 5 4 3 2 1

スタッフのミスを非難せず学習の機会に使っている 5 4 3 2 1

管理者としてスタッフの意見に耳を傾ける努力をしている 5 4 3 2 1

看護師と医師の連携が良い 5 4 3 2 1

看護師と他職種の連携が良い 5 4 3 2 1

すべての看護師の意見が取り入れられ尊重されている 5 4 3 2 1

スタッフ間の意思疎通がスムーズである 5 4 3 2 1

質の高い患者ケアを提供するために十分な数のスタッフが配置されている 5 4 3 2 1

他のスタッフと患者ケアに関する問題点を話し合うだけの十分な時間と機会がある 5 4 3 2 1

仕事に見合うだけの賃金が保障されている 5 4 3 2 1

福利厚生が充実している 5 4 3 2 1

ケアが継続されるように患者の受持ちが決められている 5 4 3 2 1

モデルになる看護師がいる 5 4 3 2 1

全ての患者に対して看護ケア計画が記載され、常に見直されている 5 4 3 2 1

スタッフ向けの教育プログラムや継続教育プログラムに力が入れられている 5 4 3 2 1

新規採用者を対象にした支援プログラムがある 5 4 3 2 1

提供した訪問看護について具体的に評価し、実践が出来る 5 4 3 2 1

創意工夫しながら訪問看護を実践している 5 4 3 2 1

コンサルテーションとリソース 患者へのケアについて相談ができるスタッフがいる 5 4 3 2 1

他の専門職に対して看護師の立場から意見が述べられる 5 4 3 2 1

医師の指示に対しても看護師としての意見が述べられる 5 4 3 2 1

利用者に起こりうる変化をあらかじめ予測して看護を行なうことが出来る 5 4 3 2 1

訪問看護の専門的な知識と熟練した技術を提供できる 5 4 3 2 1

地域との関わり 他機関・他職種との連絡調整を適切に行なっている 5 4 3 2 1

看護学生の実習を受入れ、学生が歓迎されている 5 4 3 2 1

指導的役割を発揮できる看護師がいる 5 4 3 2 1

指導的役割を発揮できる看護師を育成する体制がある 5 4 3 2 1

私は訪問看護の仕事が好きである 5 4 3 2 1

私は訪問看護の仕事に向いていると感じる 5 4 3 2 1

私は訪問看護にやりがいを感じている 5 4 3 2 1

利用者に訪問看護の必要性が理解されていると感じる 5 4 3 2 1

他職種に訪問看護の必要性が理解されていると感じる 5 4 3 2 1

学際的連携 大学等、学際的な人材と連携しケアの評価等を行なう機会がある 5 4 3 2 1

看護師のキャリアを高めるための支援が行なわれている 5 4 3 2 1

施設内研修が計画され、保障されている 5 4 3 2 1

施設外研修が計画され、受講する機会が保障されている 5 4 3 2 1

自律性

教育者としての看護師

看護のイメージ

職能開発

十分な人員配置と資源

専門職としてのケアモデル

ケアの質に関する看護の基盤

質の向上

回答

看護のリーダーシップの質

組織の構造

マネジメントスタイル

問１１ 管理者、ご自身のことを伺います 

１） 訪問看護ステーションにおける管理者経験年数 

 

 

 

 

 

 

 

 ２）看護学生時代に在宅看護論の学習をしましたか。 

   ①学習した   ②学習していない 

 

 ３）貴訪問看護ステーションに関する次の質問項目について、当てはまる番号に○をつけてください。

（管理者の主観でお答えください） 

  ５：とても当てはまる  ４：やや当てはまる ３：どちらともいえない  

２：あまり当てはまらない １：全く当てはまらない 
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４） 訪問看護師が働き続けるためには、どのような職場づくりが管理者として必要と考えますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１２ 訪問看護師の確保・定着に関して県・行政に期待したい支援について、ご記入くださ 

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。 

 

 


